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はじめに 

 

 一般財団法人全国地域情報化推進協会（ＡＰＰＬＩＣ）では、地方公共団体の情報システ

ムの抜本的な改革や法制度改正等への迅速な対応並びにシステム連携基盤（地域情報プラッ

トフォーム）の構築を推進する中で、地域住民が恩恵を受けられる官民連携・協働による公

共ワンストップサービスの取り組みや地域住民に直結する医療・健康・福祉、安心・安全、

学校教育に関する公的アプリケーションの検討・整備とＩＣＴ利活用の促進や地域情報化推

進に関する人材育成等さまざまな活動の支援などを展開しています。 

 

 ＡＰＰＬＩＣのＩＣＴ利活用環境整備委員会、ＩＣＴ利活用環境整備促進ワーキンググル

ープは、従来、国が推進する「ブロードバンド基盤整備（e-Japan 戦略）」や「デジタル・

デバイド解消戦略」などによる「ブロードバンド・ゼロ地域の解消」に向けて情報通信に関

する調査や地域特性に応じた公共ネットワーク構築モデル仕様などの検討を行ってまいり

ました。ブロードバンド環境については、国のブロードバンド基盤整備事業や地域情報通信

基盤整備事業などが推進され、平成 24 年 3 月末時点で、ブロードバンドが 100％、超高速

ブロードバンドは97.3％まで普及しております。 

 

平成22年 5月には、国から新たに「新たな情報通信技術戦略」が発表されました。国民

本位の電子行政の実現（電子自治体）や地域の絆の再生（ＩＣＴ利活用と光の道）などの新

たな取り組みが掲げられました。 

一方、地方自治体では、従来の庁内システムの電子化や情報通信基盤整備を中心とした地

域情報化計画から市民サービスの向上を狙いとして、住民利用者視点、地域関係団体との連

携、市町村合併に対応した広域連携など情報通信基盤、業務系システムの最適化、公共サー

ビス（ＩＣＴ利活用）を網羅・融合した総合的な計画づくりが検討されるようになりました。 

 

平成 23 年度は、総合的なＩＣＴ利活用による地域情報化計画策定の萌芽時期にあると考

え、ＩＣＴ利活用環境整備促進ワーキンググループの取り組みの一つとして、情報化計画の

策定を検討している自治体をモデルにして情報化計画の策定を支援するＩＣＴ利活用モデ

ルの提案を推進することとしました。 

 平成 23 年度は、鹿児島県霧島市をモデルにして、霧島市が課題を抱えている５つの分野

（防災、福祉、観光、環境、統合ＧＩＳ）について検討を行い、課題に対応する方策等の提

案を行いました。 

 

 今年度は、新たに人口規模10万人以上と10万人未満に分けて、本検討に参加していただ

く自治体を募集いたしました。全国から15自治体のご応募をいただきました。 

10 万人以上は、千葉県市原市（282,587人）、10 万人未満は、高知県南国市（48,907人）

を選定し、新たな地域情報化計画策定支援の取り組みを実施いたしました。 

本資料は、人口規模10 万人未満の高知県南国市をモデルにして地域情報化計画の策定を

支援するＩＣＴ利活用モデル提案を行うものであり、ＡＰＰＬＩＣ検討メンバーが、他の自

治体での導入事例や構築事例など踏まえて、南国市の課題解決に向けて方策を提案するもの

です。 
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まず、既存の南国市情報化計画は、平成16年 4月から実施されており、庁内業務システ

ムの電子化と庁内ＬＡＮ環境の整備、情報通信基盤整備を中心とした計画になっておりまし

た。住民向けサービスに向けて、新たに平成26年 4月から実施される地域情報化計画に盛

り込むことを考えており、南国市では、関係原課をメンバーとした推進体制「南国市地域情

報化推進プロジェクト・チーム」を発足させて検討が進められています。 

 

本取り組みでは、まず、南国市の地域事情を知る上で、「南国市の概要」、「地域特性」な

どを聞かせていただき、地域事情や情報通信基盤の整備状況について状況確認を行いました。

また、南国市が抱えている「地域課題」は、本取り組みの重要な部分であることから、南国

市の課題の情報交換を行い、課題の事前確認を行いました。南国市からは、５つの分野（福

祉・保険、防災、教育、観光、農業）について課題が示されました。その後、南国市にて各

分野の課題について、関係原課のご担当者へインタビューを行い、課題の詳細確認、課題の

具体化を行いました。 

 

本資料は、南国市をモデルにして、前述した課題に対して、ＩＣＴ利活用で解決する方策

について提案を行っております。また、ＩＣＴ利活用による課題解決は、システム導入を前

提としたものではなく、自治体職員を支援することが前提となり、費用対効果についても配

慮しております。 
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第１章 地域（南国市）の現状と課題 

 

１．南国市の概要 

（１）位置と地勢 

南国市は、高知県の中心部、高知市の東隣（東経133度38分、北緯33度34分）に位置

する人口5万人弱の市で、南は太平洋、北は四国山地に連なっている。市域は、東西約

12キロメートル、南北23キロメートル、総面積は125.35平方キロメートルである。 

奈良時代から平安時代にかけて国府が置かれ、「土佐日記」を記した紀貫之は第48代

の国司を勤めた。 

かつて土佐の政治・文化の中心地として栄え、市内には豊かな自然とともに歴史的な

資産が残されており、坂本龍馬や長宗我部元親ゆかりの史跡を訪ねる歴史ファンも多い。 

また、南国市は食育でも知られる。2005 年 12 月に「南国市食育のまちづくり条例」

を制定。健康で豊かな活力ある南国市を実現するため、全国に先駆けて学校教育に食育

を取り入れ、自校炊飯、週5日の米飯などをいち早く実施するなど、市と市民が一体と

なった食育のまちづくりを推進、南国食育フォーラムの開催など積極的な活動を続けて

いる。 

近年では、四国横断自動車道南国インターチェンジ、高知龍馬空港を有し、同時に高

知新港に隣接し、高知県中心部の交通の要衝を占めるとともに、南国オフィスパークや

流通団地等の企業団地の整備が進むなど、新産業拠点としても発展を続けている。 
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（２）気象 

南国市の近年の気象は、年平均気温が 16.4℃～17℃で一定している。年間降水量は、

1,727mm～2,760mmであり、比較的温暖で降水量が多い。年間日照時間2,151.6時間、冬

は季節風が四国山地で遮られることや黒潮の影響で温暖、夏は太平洋高気圧の影響で晴

れが多く暑い日が続く。 

 

 
 

 

月別平均気温及び降水量 

 

                            (後免地域気象観測所 2011年) 
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（３）人口 

①総人口数と世帯数 

平成22年の国勢調査によると、南国市の総人口は、49,472人で、平成17年の調査よ

り 2.5％減少しているが、世帯総数は、19,377 世帯で前回よりも 4％増加している。平

成 17 年までは、人口が増加傾向にあったが、平成 22 年では、減少傾向に転じている。

一世帯あたりの人口も減少傾向にあり、平成22 年度は、2.55 人になっている。また、

南国市は、高知大学への外国人留学生が大学周辺に居住している。 

 

人口の推移（世帯数と人口） 外国人登録人口 
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②年齢層別人口 

2010年(平成22年)の南国市の年齢階層別人口は、15歳未満の人口が6,592人（13.4％）、

15 歳から64 歳の人口が30,092 人（61.1％）、65 歳以上は12,535 人（25.5％）となっ

ている。 

 年齢階層別人口の構成の推移をみると、2000年（平成12年）から2010年の10年間

で15歳未満の人口の割合が1.1％減少する一方で、65際以上の人口の割合は、4.1％増

加、高齢化率が進行している。 

 

 
（注）年齢不詳分があるため、各階層の合計と前頁の総人口とは一致しない。 
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③人口動態 

 ア.自然動態 

    死亡が出生を上回る傾向が続いている。 

 

 

 イ.社会動態 

  転出が転入を上回る傾向が顕著になっており、全体として人口が減少に転じ、その

傾向は続いている。 

 

 

 

 自然動態 社会動態 

出生 死亡 転入 転出 

H21 386 528 2,000 2,203 

H22 363 564 1,824 2,075 

H23 350 558 1,780 1,972 
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（４）産業 

①産業別就業人口 

   平成21年の就業人口は、25,568人で、第1次産業が329人（1.3％）、第2次産業が6,282

人（24.6％）、第3次産業が18,957人（74.1％）となっている。第1次産業は微増、第2

次産業は、減少しており、第3次産業の割合が年々増加している。 

   産業別就業者数は、南国市の事業所に就業している人口を示しており、南国市住民に

加えて、他に近隣地域から勤務する住民が含まれている。 
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②農業算出額と生産農業所得 

   温暖な気候を生かし、早場米の生産に力を入れている。また、平野部ではししとう、

しょうが等、また、中山間部では、たけのこ（孟宗竹、四方竹）が主要な農産物である。

ＪＡの直販所、量販店での直販など、生産者の顔が見える販売形態も特色として上げら

れる。生産物の販売だけでなく、加工品の製造にも力を入れており、地産地消、地産外

商に取り組んでいる。 

 

 

③製造品出荷額 

平成22年の製造品出荷額は、792億6,140万円となっている。平成22年の製造業事

業所は110 事業所で、金属加工、機械製造業が3 割強を占める。打刃物、機械製造業

が多いことも特色の一つであり、この分野では高い技術を誇る。平成19年は、半導体

関連企業の出荷額増加により一時的な増加がみられたが、その後は、同企業の出荷額

や企業数の減少により、年々減少傾向にある。 
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④年間商品販売額 

   平成19年6月1日現在で607事業所、年商1,047億円となっている。平成19年は、事業所

数や従業員数が増加しているが、年間販売額が微減している。平成14年は、第57回国民

体育大会「よさこい高知国体」の開催、ごめんなはり線の開通関連で年間販売額が増加

しているが、全体的には、ほぼ横ばいの状態で推移している。 

 

 
 

⑤観光 

   南国市は、交通アクセスに恵まれており、市内には観光スポットが点在している。た

だ、観光地としての知名度は一部を除いて低く、高知市等への通過点となっている。 

観光に関しては、平成 22 年から携帯電話を利用した長宗我部元親ラリーを株式会社

カプコン（ＣＡＰＣＯＭ）と提携して行っている。この時期になるとホームページへの

アクセスも増加し、参加者も多くなっている。 

 

高知県の観光客数推移(主要交通機関県外入込客数) 

乗用車 観光バス 高速バス JR 航空機 

平成18年 1,997,953 705,395 110,846 134,627 102,108

平成19年 1,885,489 665,691 107,625 132,783 95,314

平成20年 1,914,346 641,681 110,658 135,389 90,434

平成21年 2,011,495 674,245 103,438 118,383 80,844

平成22年 2,736,699 1,080,179 108,421 120,323 93,388

平成23年 2,411,866 947,382 110,422 120,256 95,916

                             (高知県観光政策課) 
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２．地域特性 

（１）沿革 

南国市は、高知県の中央部に位置し、土佐の稲作の発祥地として弥生時代から稲作が

盛んな地で、高知空港周辺、また中央部の長岡台地には、県内でも有数の弥生時代の遺

跡がある。また、高知県立歴史民俗資料館周辺には80基に及ぶ古墳も確認されている。

16世紀末に長宗我部氏が居城を現在の高知市浦戸に移すまで、高知県の政治、文化の中

心地として栄えてきた。 

土佐の歴史の宝庫であり、恵まれた自然と環境を生かし、近代以降は農業を中心に発

展してきた。 

昭和31年の後免町、香長村への合併を経て昭和34年10月1日、5町村が合併して南

国市が誕生した。現在も旧 13 町村単位に小学校があり、それぞれの地域特性を残しな

がら現在に至っている。 

南国市の後免駅と県東部の奈半利駅を結ぶローカル線「ごめん・なはり線」が運行し

ている。各駅にはアンパンマンで知られる漫画家やなせたかし氏デザインのキャラクタ

ーが設置されており、アンパンマン列車も運行されている。また、後免町駅を起点とし

て土佐電気鉄道の路面電車があり、交通手段として利用されている。 

 

（２）南国市の人口について 

人口は、減少傾向にある。平成20 年までは人口が50,000人を超えていたが、平成21 

年に 40,000 人台になり、その後も人口は、微減を続けている。高齢化も進んでおり、

平成22 年の時点で25.5％になっている。交通の便が比較的よく、優良企業が立地して

いるにもかかわらず、昼間人口が必ずしも市内在住に結びついておらず、生産年齢人口

が流出傾向にある。 

南国市は市の中心部全域が都市計画区域の指定を受けている。また、農業用地も多く、

周辺部は開発規制により、企業の立地、宅地の造成等に制限がかかっていることが、県

都高知市に隣接して比較的交通の便がいいにもかかわらず、人口の増加に歯止めがかか

る要素となっている。 

 

（３）交流 

南国市は、学術研究拠点として、高知大学医学部及び農学部、高知工業高等専門学校

などの高等教育機関がある。また、国内唯一の研究機関である海洋コア総合研究センタ

ーがある。高知県内でも南国市は、学園都市として位置づけされている。その関係で、

南国市には、高知大学医学部及び農学部への留学生を中心に、外国人住民が住んでいる。

比較的高学歴で、また家族とともに滞在する者が多いことから、南国市国際交流協会を

中心とした市民レベルの交流も盛んに行われている。 

また、高知大学、高知工業高等専門学校、高知工科大学と協定を結び、官学連携など

も進んでいる。 

市北部には南国インターチェンジがあり、その周辺は、南国オフィスパーク、高知岡

豊工業団地、臨高速流通団地ほか、多くの企業が立地している。市南部にも2 か所の流

通団地があり企業誘致に積極的に取り組んでいる。 
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（４）農業 

南国市の主要産業は、農業、商業、建設業である。早場米や二期作などで知られた高

知の米どころである。また、園芸野菜として、ししとうや生姜、ピーマン、ナスなどを

生産も盛んである。特に生姜は、東京にある高知県のアンテナショップでも評判がよい。

かつては、二期作が盛んだったが、近年は、減反等で二期作は行れていないが、全国一

の早場米の産地であることは今も変わりはない。 

 

（５）産業 

南国市に立地している企業として、ミロクグループがある。昔から猟銃などを製造し

ていたが、最近は、加工技術を活かして高級自動車用の木製・竹製ハンドルなども手が

けている。 

カシオ計算機創業者が南国市久礼田の出身であることから、北部に同社の半導体工場

が進出している。現在は企業合併によりオルタステクノロジー高知と社名を変えて継続

している。東部には、昔から都築紡績株式会社が立地している。北部久礼田などでは、

打刃物が盛んで、この分野では世界的にも高い技術を誇る。 

 

（６）健康・福祉 

南国市は、高齢化率が25.5％の超高齢化社会であり、高齢者も元気で活力のある暮ら

しができる健康文化都市を目指している。 

 

（７）教育 

平成9年度から地場産米を学校給食に導入する取り組みを行っている。食育を教育の

一環とし、家庭用炊飯器を学校に配置して自校炊飯で子どもたちに給食を提供している。

また、南国市の給食に使われているのは、南国市の棚田で採れた棚田米であり、自分た

ちで田植えや稲刈りを行うなど、地域の食文化や農業への理解を深める取り組みを行っ

ている。また、学校給食に地場産品を利用するなど、地産地消の取り組みを行っている。 

小学校から大学までの教育機関が整備され、教育環境に恵まれている地域である。 

平成21年度に総務省の補助を受けて、教育のＩＣＴ 化に取り組んだ。市内の2校（久

礼田小学校と奈路小学校）をモデル校として選定し、校内の児童に携帯端末を配布して実

践事業を行った。電子黒板については市内全校に配置、情報共有用のサーバー、ネットワ

ークを整備して教材の配布を行う等の取り組みを行っている。モデル校で実践された取り

組みについては、児童にも好評だった。引き続き、携帯端末の全小学校導入を進めており、

導入された学校では、国語や理科、体育の事業に積極的に活用され、成果を上げている。 

 

（８）防災・消防 

平成22年に危機管理課が設置され、南海地震対策等の防災の取り組みを推進している。

各地区に自主防災組織を立ち上げ、危機管理課、消防本部を中心に震災訓練や救出訓練

など災害に備えた取り組みを行っている。毎年、市内の小学校で街歩きや防災訓練など、

子ども防災キャンプを実施し、防災意識の向上に努めている。 
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（９）観光 

中心市街地に後免町商店街があるが、この地区は65歳以上人口の比率が約35.5％と、

特に高齢化が進行しており、後継者不足で商店街自体が存続の危機に見舞われている。

ただ、最近、空き店舗を利用して農業高校の生徒が自分たちが作った商品を販売する店

舗を開設したり、年に数回、軽トラ市を行い、にぎわいを取り戻そうと取り組みを行っ

ている。軽トラ市は、軽トラックに地域の特産物を積んで販売するものであり、南国市

の人気キャラクター「ごめん戦隊ゴメンジャー」ショーなどのイベントも行われ、成果

を上げている。 

この後免町商店街には、やなせたかし氏が、小学校時代を南国市で過ごした縁で、ア

ンパンマンのキャラクター石像が設置されている。また、同氏の発案で地区の名称「ご

めん」を生かした「はがきでごめんなさいコンクール」が平成15年から行われており、

全国から作品が寄せられている。 

また、全国鍋合戦で優勝したシャモ鍋の振興も南国市商工会が力を入れている事業で

ある。このシャモ鍋は、ＮＨＫで放送されていた「龍馬伝」にも出てきている。シャモ

料理を復活させようと市内の農家で軍鶏を飼育し、市内の店舗と協力してシャモ鍋を復

活し、ブランド化を図っている。 

南国市の産品をＰＲする場として、高知自動車道南国インターチェンジの近くの道の

駅南国「風良里（ふらり）」のレストランの定休日を利用して営業している農家レスト

ラン「まほろば畑」があり、市内の農家の女性グループが地産野菜等を使った料理をバ

イキング形式で昼食を提供している。 

高知空港ビル2 階にはアンテナショップ空の駅「なんこくまほら」があり、情報発信

拠点として地元の特産品や加工品を販売している。 

南国市の観光イベントとして、平安時代の装束をまとった行列が市内を練り歩く「土

佐日記つらゆき時代まつり」を毎年行っている。 

そのほか、市民イベントとして「土佐のまほろば祭り」、また伝統的な祭りとして八坂

神社の三番叟、伊都多神社の秋祭り、えんこう祭りなどが行われている。 
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３．地域情報化の現状と課題 

南国市では、南国市第三次総合計画の中で、「みんなで築く 健康で安心な いきいき文

化交流・産業拠点のまち」を将来像として定めている。その実現を図るため、5つの基本施

策がある。 

 

①市民と築く「地域協働のまちづくり」 

②安全で利便性の高い「快適環境のまちづくり」 

③安心して生活を託せる「健康福祉のまちづくり」 

④こころ豊かにふれあう「文化交流のまちづくり」 

⑤活力あふれる「産業拠点のまちづくり」 

 

情報化に関しては、「なんごく・こうち情報拠点都市地域における地域情報化のあり方に

関する調査研究(報告書)平成13 年3月」にあるように情報基盤、インターネット等の状況

に基づいて、情報化の取り組みを行ってきた。 

平成 16 年 4 月に南国市情報化計画書を作成しており、これに基づいて庁内システムの情

報化や情報通信基盤整備を行ってきたが、地域情報化の部分については、今後の課題となっ

ている。 

 

３．１ 地域情報化の現状 

（１）情報通信基盤整備について 

情報通信基盤整備は、2 年前（2010 年度）に総務省の地域情報通信基盤整備推進事

業を活用して光ケーブルを敷設。市内のほぼ全域に超高速ブロードバンドの利用環境

を構築している。北部山間部の一部については、光ケーブルを敷設する事業が難しか

ったため、衛星ブロードバンド環境を整備した。このことにより市内全域にブロード

バンドが利用可能な環境を構築、その後、ＮＴＴ西日本 とＩＲＵ 契約を締結し、現

在、ＮＴＴ西日本 のサービス「フレッツ光ネクスト」を利用して市民がインターネッ

トを利用できる環境を整えている。衛星ブロードバンドについては、ＩＰＳＴＡＲと

契約し、下り1Ｍｂｐｓ、上り512Ｋｂｐｓの環境でインターネットが可能となってい

る。超高速とは言えないが、住民にとっては十分な速度となっている。 

本事業は、市内の情報格差解消を目的として実施したため、すでに民間事業者が整

備提供していた地域は対象としていない。そのため、民間の設備と市の設備が市内に

混在しており、市内で一体となった行政サービスの取り組みを進めようとしても、利

用者の一定の負担が必要であり、すべての住民に行政サービスを無料で提供すること

は難しい状況である。 

また、すべての家庭に光ケーブルを引き込んで一律に行政サービスを提供すること

を目的としていないため、インターネット利用希望者が個々にサービス利用契約を行

う前提で、対象世帯の30％加入を想定した設計になっている。 
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（２）庁内インターネット環境の整備について 

庁内の各課に閲覧用インターネット端末を 1 台以上配備している。メールの送受信

については、一人1台のパソコンで行っている。 

市民からのホームページへの意見書き込み件数は、年間 300 件弱の利用となってお

り、今後は、ＳＮＳを利用することで、情報の即時性と住民との双方向性を確保して

いくことを考えている。 

 

（３）防災行政無線の整備状況 

防災行政無線の整備が遅れていたが、本年度からデジタル防災行政無線の整備を実

施する。防災行政無線の整備計画と整備状況などを状況説明と構成図などのイメージ

図のとおり。 

 

（４）住民にやさしいネットワークづくり 

インターネット利用については、個人の契約であり、ＩＰ端末等は配布していない。 

災害時は、ホームページの機能を利用して、職員の安否確認を行う機能を備えてい

る。また、災害時には、ホームページをテキスト形式に切り換えて災害情報の提供を

行う機能を備えている。携帯電話用のホームページも開設している。 

想定されている南海地震が発生した際に携帯端末の利用が非常に有効だと考えてい

る。現在、民間事業者とエリア情報発信について契約を行っている。また、Ｆａｃｅ

ｂｏｏｋを中心としたＳＮＳの利用を本年度中に開始する。 

個人向け携帯端末の普及を生かした情報提供の仕組みの検討が課題である。北部山

間地域の携帯不感地域についても、場所によって異なる単一の携帯電話会社の通信し

かできないという問題はあるが、今年中には解消の見込みとなっている。携帯電話事

業者からは、市が整備した光ケーブルを利用したいという要望もあるが、ＩＲＵ によ

るインターネット利用を目的として整備したものであり、また、芯線数の余裕がない

末端の利用希望であるため、利用可能なクロージャーからかなりの距離を携帯電話会

社の負担で新たに光ケーブルを敷設する必要があることから、現在のところ提供実績

はない。 
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３．２ 地域情報化の今後の課題 

 

第3次南国市総合計画基本構想 

【目標】 

・産業の活性化→働く場のあるまちづくり→生活が完結するまちづくり→生産人口の

増加 

・市民と行政との協働 

【市民のニーズ】 

以下の点について住民の満足度が低い。 

・保健、医療、福祉サービス 

・防災・防犯 

・子育て支援、子どもの教育 

・働きがいのある職場の確保 

・農業・産業の活性化 

 

【課題】 

（１）福祉・保健 

生産人口の増加には育児支援が欠かせない。南国市は医療機関については県内で

も恵まれている。産科医療の危機が問われている中で、まだ南国市で生み、育てる

ための環境は残っている。医療機関と市が連携し、出産、育児を安心してできるよ

うな環境整備が必要である。核家族化の中で、保育サービスの充実、育児相談の充

実等、課題は多い。 

また、高齢化率が高く、独居老人、高齢世帯も多いため、高齢者福祉も避けて通

れない。地域により高齢化率はかなりの差があるため、地域に応じたきめ細かいサ

ービスの構築が課題となっている。現在進めている見守りシステムの充実について、

住民も巻き込んだ取り組みが必要である。 

 

（２）防災 

遅れていた防災行政無線の整備が開始された。今後Ｊ－Ａｌｅｒｔ の情報を確実

に市民に伝えるための整備を行っていく。また、被災後の情報発信についても、発

信ルートを一元管理できる仕組みを構築していく。 

 

（３）教育 

南国市では教育委員会の情報共有サーバーを設置しており、南国市立の小中学校

を結ぶイントラネットを整備済みである。現在その環境で、デジタル教材の共有、

備品管理等を行っているが、児童生徒の成績管理などを各校独自で行っていた経緯

などから、校務システムの導入は進んでいない。今後は様式の統一を図り、ＩＣＴ

を活用して事務の効率化を図る必要がある。 

また、現在小学校を中心に進めている携帯端末活用によるＩＣＴ利活用能力の育

成について、中学課程への発展、さらにはＩＣＴによる地域活性化を担うことがで

きる人材育成へとつなげていく取り組みが必要である。 
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（４）観光、産業振興 

観光資源を線で結ぶ必要がある。レンタサイクル事業、観光ガイド、西島園芸団

地におけるコンシェルジュについて、実施が予定されている。雇用創出事業を活用

して、観光ボランティアの養成を行った。 

自然を生かした体験型の観光でリピーターを増やす取り組みも必要である。 

竹を使ったツリーハウス・ギネスブック級の流しそうめんなど、市の宿泊施設に

泊まって自然を満喫、市民、企業の協力で実施したらどうかという案も出ている。 

 

（５）産業の活性化 

・商業 

中心市街地の活性化について商工会青年部を中心に取り組んでいるが、後継者不

足は深刻である。 

郊外型の店舗（集合型、沿道サービス業）は規制があり実現の可能性は低い。

南国市内だけでは商店を維持するほどの購買人口がないため、市外、県外市場の

取り込みが必要である。 

・農業 

新規就農者育成事業等、後継者の育成に重点を置いているが、就農者の増加に

はまだ結びついていない。新規就農希望者と遊休地、育成農家等のマッチングが

必要である。 

・製造業 

高知高専の卒業生の流出を食い止めるためには、働きがいのある職場が必要で

ある。市内には、高い技術を誇る製造事業場が立地している。パンフレット等で

市内製造業のＰＲ をしているが、効果的な情報発信についてはなお検討の余地が

ある。 

 

（６）交通 

高知県内すべてに言えることであるが、公共交通が貧弱である。公共交通空白地

も多く、高齢化により自助努力にも限界がある。生活に困らない交通体系の整備計

画とともに、移動しなくても医療、福祉、市民サービスの恩恵が受けられるような

仕組みを作る必要性が今後ますます高くなってくると思われる。 

交通体系については、「南国市生活交通ネットワーク計画」に基づき整備を行って

いくが、デマンドタクシーからバスへの接続、便数の少ないバス路線の有効活用な

ど課題は多い。 

 

（７）協働 

地域担当者制度について、数年前から検討しているが、実現には至っていない。

地元の自治組織の活動についても温度差があるが、概して自助の意識が強いため、

行政としては自治組織のフォローに努める方向性である。ただし、自治組織が活発

に活動している地域では行政の介入を嫌う一方、自治組織が維持できなくなってい

る地域もあり、一律に担当者制度を推進しても機能しない。また、地元在住の職員

がいない地域も増えている。 
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第２章 地域課題解決のための具体的施策 

ＩＣＴの利活用による、南国市の地域課題を解決する施策について以下に整理する。 

 

１．地域課題（ニーズ）と解消策 

 

１．１  福祉・保健分野 

１．１．１ 福祉・保健分野おける南国市の課題 

南国市における福祉・保健分野にかかわる現状の地域課題としては、以下のような

ものがある。 

 

（１）少子高齢化による独居高齢者･高齢者夫婦世帯の増加 

少子高齢化の進行や勤労者層の市外転出により、市内には独居高齢者や高齢者夫

婦世帯が増加してきており、次のような課題がある。 

    ①高齢者の見守り 

現在でも、近隣住民や民生委員、配達業者などによる声掛けを主とした見守り

活動と、市委託事業として在宅介護支援センターが行っている見守り活動がある。 

一方で高齢者の方々からは、一人でいるときの不安、話し相手や家事手伝いの

要望があると考えられ、見守りという対応だけでなく、隠れた要望を掘り起こし

て手を足すことができる地域内環境の整備が必要と思われる。また、遠隔地に住

む独り暮らしの高齢者の家族からは、万一の事故や災害についての不安の声もあ

る。そのため、地域外との情報連携の必要性と、そのための環境整備も必要と考

えられる。 

    ②買い物弱者の支援 

現在、健康状態が良好な方は、自ら店舗まで自動車を運転して行き、食料や日

常生活用品の買出しを行っている。 

しかし健康状態や身体機能の制限により、自由に外出が出来ない高齢者に対し

ては買い物の代行を行うニーズがあると考えられる。 

    

（２）高齢者と家族の情報リテラシーの向上 

高速ネットワークや各種情報機器など、いわゆるＩＣＴが発展してきている近年

であるが、それらＩＣＴが使えないとＩＣＴによる利便性などの恩恵を得られない。 

高齢者自身は、一般的に情報リテラシーは低いと考えられ、家族との安否確認、

交流に必ずしもＩＣＴ機器が使いこなせているとは言えないため、ＩＣＴの利便性

を享受していないことが考えられる。ＩＣＴ機器を使えるように情報リテラシーの

向上が望まれる。 

        

（３） 高齢者・障害者に関する情報の共有 

現在、高齢者や障害者に関する情報収集については、福祉事務所、保健福祉セン

ター、長寿支援課、包括支援センター、民生委員など、複数の部署、組織が個々に

情報を持ち、動いている。そのため、高齢者や障害者にとってみれば、同じような

要件で何度も訪問を受け、同じような質問を何度もされるという無駄が生じている。

官民で保有する情報の共有を図る仕組みを構築することで、効率的で行き届いたサ

ービスが提供できる可能性が高い。 
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１．１．２ 福祉・保健分野おける南国市の課題解決の方策 

福祉・保健分野おける南国市の地域課題を解決するためのＩＣＴ利活用による方策

として、以下のシステムを組み合わせて導入することが考えられる。 

  

（１）高齢者の見守り・買い物支援システム 

高齢者の中で、特に独居高齢者や高齢者夫婦世帯を対象に、地域の支援者や地域

外の家族が見守りを行う。そして運営組織を形成する事により買い物支援などの生

活支援を行うためのシステムである。 

通信インフラ整備状況に応じて、システムが利用する通信インフラを選択するこ

とにより、（ａ）超高速/高速通信ネットワークとテレビ電話を利用したシステム、

（ｂ）携帯電話を利用したシステムの 2 方式、または地域の通信インフラの整備状

況により両方式を組み合わせたシステム構成が可能である。 

 

（ａ）超高速/高速通信ネットワークとテレビ電話を利用した 

      高齢者の見守り・買い物支援システム 

テレビ電話・情報表示端末を用いて、地域支援者や市外在住の家族が高齢者の

見守りを行い、買い物支援を行う。また、健康情報等の配信、健康管理、健康相

談等に利用することも可能である。 

 

（ｂ）携帯電話を利用した高齢者の見守り・買い物支援システム 

高齢者向けの携帯電話を用いて、在宅高齢者の見守りや買い物支援などの生活支

援を行う。 

 

（２）ＩＣＴサロンの開設 

高齢者がＩＣＴの恩恵が受けられる事を目指して、ＩＣＴ機器やアプリケーショ

ンソフトを使えるように、市内の複数箇所にサロンを設けボランティアまたは依託

により定期的または随時、指導をしてもらえる環境を整える。 

 

（３）高齢者・障害者関連情報共有システム 

同じ高齢者や障害者に対して複数の部署、組織の人が同じような質問、問合せを

する事を避けるために、高齢者・障害者の個人情報、見守り情報などを一元管理し、

関連する部署、組織で共有する。 
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１．２ 防災分野 

１．２．１ 防災分野おける南国市の課題 

南国市における防災分野にかかわる現状の地域課題としては、以下のようなものが

ある。 

 

（１）災害発生時の情報収集について 

災害発生時の情報収集手段としては、高知県防災行政無線システムとの連携によ

り県との情報共有が図れており、他拠点や住民から電話、ＦＡＸ、メール等で各部

署に集まる情報についても、“情報は危機管理課に集約する”との認識が統一されて

いるため、危機管理課への各種災害情報の集約が機能している。 

しかしながら、職員の高い意識や、手作業による情報集約等の人的側面に頼って

いる面が強いため、大地震や津波等の発生による大規模災害が発生し、集約する情

報量が飛躍的に増加した場合でも同様に機能するかについては課題が残る。このよ

うな場合でも、必要かつ重要な情報を効率的に収集し、抜け洩れ等を防止するため

のシステム化を検討する必要がある。 

 

（２） 災害発生時の情報配信について 

災害発生時の情報伝達手段としては、現状ではエリアメールと今年度末に整備予

定の同報系防災行政無線システムがある。災害発生時にもれなく住民へ情報を伝達

するためには、複数の伝達手段を用意することが有効かつ必要であり、現状で活用

可能な手段としては、ホームページへの情報掲載、Ｔｗｉｔｔｅｒ等のＳＮＳ活用

等が考えられる。住民への確実な情報伝達という点において、各戸への情報配信端

末の整備も必要である。いっぽうで、複数手段で情報配信を実施する場合には、迅

速かつ効率的に情報を配信するための環境整備もあわせて検討する必要がある。 

また、住民避難誘導については、固定化された避難誘導方法ではなく、災害の内

容に応じた住民への避難誘導のシステム化を検討する必要がある。 

 

（３）災害対策（ＢＣＰ）への取り組みについて 

業務効率化のために、共同利用型の自治体クラウドサービスを運用中であるが、

ＢＣＰの観点において、システム面、電力供給の面から、更なる検討が必要である。 

災害発生時に、庁舎、出先機関及び避難所での業務継続を支えるため、最低限の

電力確保およびシステム運用の手段を検討・用意しておく必要がある。 

 

１．２．２ 防災分野おける南国市の課題解決の方策 

防災分野おける南国市の地域課題を解決するためのＩＣＴ利活用による方策として、

以降のシステムを組み合わせて導入することが考えられる。いずれの方策に対しても

庁内の災害対策部門を中心とした運営体制が必要となる。 

 

（１） 危機管理支援システム 

災害や緊急事態が発生した際には、自治体職員の対応能力を高めるだけでなく、

長期的視野からの戦略、戦術レベルの対応能力を高める必要がある。 

実行機能（担当者クラス）、企画立案機能（部課長クラス）、意思決定機能（幹部

クラス）がそれぞれの立場で必要となる情報をシステムに収集、集約することによ
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り情報流通が迅速化される。また、流通した情報は記録化されるため、振り返りの

際にも活用が可能となる。 

さらには、住民への情報提供にも活用可能であるため、迅速な情報提供が可能と

なる。 

 

（２）防災情報受信端末 

住民に確実に情報伝達を行うため、多様な伝達手段を確保することが必要である。

自宅にいる高齢者等が、災害情報や避難情報を確実かつ迅速に把握するために、各戸

へ防災情報受信端末を配備することで、音声、テキスト及び映像情報により災害情報

や避難情報の提供が可能となる。 

 

（３）防災情報伝達制御システム 

防災行政無線、エリアメール、ホームページ等、既に整備済の情報伝達手段に加

え、ＦａｃｅｂｏｏｋやＴｗｉｔｔｅｒ、各戸への防災情報受信端末等、さらなる

情報伝達手段の拡大が必要である。なお、情報伝達手段を増加した際には、Ｊ－Ａ

ｌｅｒｔ等の防災情報を複数の通信路や通信メディアに送付するため、一元的な配

信管理・制御が必要となる。 

本システムの導入により、住民に対し情報伝達の迅速性を確保すると共に、職員

稼働の軽減を図る。 

また、小規模災害発生時には、災害発生エリアに閉じた情報伝達を行うことによ

り、災害規模に応じた適切な情報配信制御が可能となる。 

 

（４）避難誘導システム 

災害発生時には、発生した災害の種類に応じ、適切な場所への避難が重要となる。

住民が避難を行う際に、ＩＣＴを活用して視覚的に避難誘導を行うことが可能とな

る。 

 

（５）クラウドサービス活用による業務継続 

クラウドサービスを利用した遠隔地データバックアップサービスを利用すること

により、自治体が保有するデータを遠隔地に保管する。大規模災害発生時において

も、データ消失といった最悪の事態を免れることができる。 

 

（６） 電力供給システム 

災害発生時には、電力供給が不安定になり、最悪の場合、庁舎、出先機関および

避難所等での停電が発生する場合がある。停電時においても職務にあたる市職員の

業務遂行および避難所での被災者の生活を支援するため、発電設備の導入が考えら

れる。 

庁舎、出先機関及び避難所での電力供給が可能となることにより、業務継続でき、

情報通信機器の活用による情報発信、収集が可能となる。避難所においては、必要

な物資の供給、医療機関との連携も可能となる。 
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１．３ 教育分野 

１．３．１ 教育分野おける南国市の課題 

南国市における教育分野にかかわる現状の地域課題としては、以下のようなものが

ある。 

 

（１）教職員の業務負荷軽減 

一人１台のパソコン整備、児童・生徒情報の一部システム化、掲示板や備品管理

等の学校間情報共有等、教員の業務効率化のためにＩＣＴ利活用を推進している。 

しかしながら、すべての校務をシステム化できておらず、ＩＣＴ化による一層の

負荷軽減が期待される。一方で多忙な教職員が新しいシステムの操作を覚えて利用

を定着させることにも課題があり、教職員のＩＣＴスキルの育成や支援体制につい

ての検討も重要である。 

 

（２）地域とふれあう教育の推進 

南国市の学校教育の特徴として、地域の食文化や農業への理解を深めるために、

地元生産の米や野菜を使った給食や親子での米作り体験等食育教育を積極的に実施

している。 

食育教育の目的である「食」の大切さの理解や地産地消の推進や地元農産物の消

費拡大をより加速させるために、学校教育と併せて家庭や地域との連携も重要であ

る。学校から食育教育について地域に情報発信して、「食」や地域の農産物について

家庭での会話を増やし、地域全体の意識を向上させる必要がある。 

 

（３）ＩＣＴ教育環境の整備と利用拡大 

タブレット端末や電子黒板等ＩＣＴを活用した教育をモデル校では日常的に実施

しており高い教育効果が得られている。 

今後の課題として、ＩＣＴ教育環境を全校に展開するとともに、ソフト（教材）

や活用形態の一層の充実を図って、地域全体の学習効果の向上を図り、ＩＣＴを活

用して地域の活性化を図っていくための人材育成を行っていく必要がある。 

 

（４）生涯学習・交流機会の提供 

市民による自主的な学習サークルが活動しており、趣味を中心とした交流が行わ

れている。また、男女共同参画など市の重要施策では、市民の意識啓発のために講

座等を行っている。 

もっと多くの市民に学習機会や交流の機会を提供することで市民の豊かな生活に

寄与することができる。 

 

１．３．２ 教育分野おける南国市の課題解決の方策 

教育分野おける南国市の地域課題を解決するためのＩＣＴ利活用による方策として、

以降のシステムを組み合わせて導入することが考えられる。 

 

（１）校務支援システム 

児童・生徒の学籍、成績、健康などの情報をＩＣＴで一元管理し、指導要録や健

康診断票の電子データ化を行う。また、学校間、教育委員会とのデータ共有やコミ
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ュニケーション機能を充実させて、事務効率化とともにノウハウの共有による全体

の教育レベルの向上を図る。 

校務システムの構築・運用に当たっては、セキュリティと信頼性確保、運用負荷

の軽減等の目的でクラウド型のシステム導入も選択できる。 

 

（２）遠隔教育・学習システム 

ＩＣＴ教育環境の有効活用の一つとして、姉妹都市の学校と交流授業や小学校・

中学校・高専の連携授業等ネットワークを利用して遠隔教育を行う。遠隔教育シス

テムは、休日・夜間の職員研修、社会人教育にも活用できる。 

また、職場や家庭での学習機会を提供するｅラーニングシステムを構築する。 

 

（３）食育サイト 

給食の献立や産地情報、地域の農業について児童・生徒が調査した内容等をホー

ムページを使って家庭や地域に情報発信して、地域全体で地産地消に対する意識向

上を図る。また、学校教育の中で「食」の重要性や栄養バランス等の食育教育のツ

ールとして活用する。 

 

（４）市民学習サイト 

市民が講師となる自主的な学習活動を支援するために、コミュニケーションや情

報共有の手段としてＩＣＴを活用する。また、同じ趣味を持つ市民や学習サークル

等に対して情報提供やコミュニティ交流のためのポータルサイトを提供する。学習

成果はインターネットにより市民や全国に発信することができる。 
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１．４ 観光分野 

１．４．１ 観光分野おける南国市の課題 

南国市における観光分野にかかわる現状の地域課題としては、以下のようなものが

ある。 

 

（１）空港立地の優位性が南国市の観光施設への誘客に結びついていない 

・高知県が宣伝する「リョーマの休日」は全国的な認知度があることから、観光

資源を誘客に結びつける取り組みが必要と思われる。 

・空港立地が必ずしも観光誘致につながらない原因としては、高知県の公共交通

の現状から、自動車で高知入りする観光客が多いことも上げられる。 

 

（２）観光資源の発掘・再整理 

・歴史的な観光資源の価値を見直し、観光事業に結びつける 

（銅鐸と銅矛の境界線、物部氏、紀貫之、源希義、長宗我部元親、坂本龍馬に

代表される長宗我部遺臣の故郷） 

・パワースポット（鳥居杉など） 

 

（３）観光事業の集客性向上 

・グルメ（しゃも、田舎寿司（こんにゃく寿司、タケノコ寿司）） 

・温泉／宿泊 

・観光農園（西島園芸団地＝集客10万人の観光

施設） 

・特産品（四方竹） 

・イベント（土佐の食1グランプリ、長宗我部

フェス、長宗我部元親ラリー） 

・観光タクシー 

 

（４）南国市観光の情報発信力強化 

・南国市出身のふるさと会／観光大使の制定による人的ネットワーク構築 

・全国からネット検索される、注目される機会づくり 

 

１．４．２ 観光分野おける南国市の課題解決の方策 

観光分野おける南国市の地域課題を解決するためのＩＣＴ利活用による方策として、

以降のシステムを組み合わせて導入することが考えられる。 

 

（１）観光フリースポット 

空港や駅、観光名所、宿泊施設、主要な周回道路周辺においてＷｉ－Ｆｉフリー

スポットを整備して、観光客がその場で閲覧できる南国市観光ポータルサイトにア

クセスしやすい環境を提供し、南国市の観光資源を大いにＰＲする。また、下記の

各サービス提供基盤として活用する。 

尚、周回道路の指定については、観光資源の発掘・再整理の課題解決を図ったう

えで、効率的に誘致できる道筋を今後、検討する必要がある。 

田舎寿司 
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（２）観光ナビ 

観光名所、グルメスポット、土産物屋、交通機関、宿泊施設などの近在にある各

訪問ポイントの地図情報を提供する。これにより効率的に名所各所を周回し、南国

市を多く知っていただくことができる。 

 

（３）オンデマンド・タクシー 

現在空港にて実施している観光施設へのタクシー往復プラン（固定料金制）の利

用客を増やすため、観光ポータルサイトで情報をＰＲして、オンデマンド予約（前

日／当日予約）できる仕組みを提供する。 

 

（４）観光カメラ 

南国市の観光名所各所をＷｅｂカメラで写して観光ポータルサイトに掲載する。

これにより市外から南国市を実際に訪問してみたいと思う動機付けの促進を図る。 

 

（５）プッシュ型観光情報配信システム 

観光事業の推進には南国市の数ある観光資源をいかに情報発信し、観光客誘致・

購買客誘致にどう繋げるかが極めて重要である。 

ついては、専用端末ではなく、携帯電話、パソコン、スマートテレビ、スマート

フォン、タブレット端末等の汎用端末に自動的に告知したい情報を配信し共有する

仕組みを構築し、情報発信展開の浸透度向上を図る。 

 

（６）ふるさと会情報交流サイト／ＳＮＳ 

南国市出身や縁ある方々を中心にしてＴｗｉｔｔｅｒやＦａｃｅｂｏｏｋを活用

した「ふるさと会情報交流サイト」を立ち上げる。観光大使同様に会のメンバー一

人一人の口コミにより観光振興を図る。また、外部との交流により地元では思いつ

かない「気づき」を増やして、南国市観光資源の開発を促進する。 
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１．５ 農業分野 

１．５．１ 農業分野おける南国市の課題 

南国市における農業分野にかかわる現状の地域課題としては、以下のようなものが

ある。 

 

（１）地産地消の推進 

地域とふれあう教育の一環として、地域の食文化や農業への理解を深めるために、

学校給食として市内の小学校13校と幼稚園1園へ地元生産の米や野菜を供給してい

る。市から委託契約を受けている農業生産法人株式会社南国スタイルが直販所から

仕入れて、各学校へ配送しているが、学校給食会の需要量と直販所の供給量が合わ

ないため、地元野菜の地産地消がなかなか増えないという課題がある。 

地産地消をさらに拡大するためには、学期単位で作成される献立表に基づいた地

元野菜の作付けや生産調整を行う必要があるとともに、電話連絡やＦＡＸで処理し

ている学校給食会と直販所の需給量調整を円滑に実施する必要がある。 

 
図2.1.5.1 地元野菜の供給率 

 

（２）地域の特色を活かした体験型農業の実践 

南国市は、温暖な地域のため二期作で知られており、7月には「早場米」として出

荷されている。また、水田を利用し、冬期も温暖な気候を活かした野菜や花などの

施設園芸も盛んであるが、最近では米の需給調整等により二期作として行われなく

なった。 

南国市は、高知県の空の玄関である高知龍馬空港を有し、憩いの場を求める都市

住民が容易に移動しやすい条件に合っており、憩いの場を提供するとともに、都市

と農村の交流を深めるために、農作物を作付け・収穫する体験農業や「田んぼのオ

ーナー制度」により南国市に人を呼び込み、地域の活性化を図って行く必要がある。 

 

（３）直販所の機能強化 

直販所の目的は、生産農家の所得向上と地元の新鮮でみずみずしい旬な野菜を提

供することにあり、農業生産者の顔を掲示して直接農業生産者が見える販売促進の

取り組みも実践している。直販所の販売実績は、ＰＯＳシステムにより管理されて
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店　名 住　所 電話番号

1 道の駅「キラメッセ室戸」楽市・鯨の郷 室戸市吉良川町丙890-11 TEL：0887-25-2918

2 白浜市 安芸郡東洋町河内1102-7 TEL：0887-29-2490

3 ゆずの森 安芸郡馬路村馬路3888-1 TEL：0887-44-2323

4 味工房じねん 安田町大字正弘566 TEL：0887-39-2366

5 奈半利駅物産館「無花果」 奈半利町乙1305-6 奈半利駅1階 TEL：0887-32-1288

6 びんび屋 奈半利町加領郷　加領郷漁港内 TEL：0887-38-4005

7 「田野駅屋」たのえきーや 安芸郡田野町1431-1 TEL：0887-32-1077

8 （有）安芸グループふぁーむ 安芸市穴内乙685-2 TEL：0887-35-2620

9 廊中ふるさと館 しゃーべっと茶屋 安芸市土居1017-1 TEL：0887-34-0701

10 （社）安芸市観光協会　安芸駅ぢばさん市場 安芸市矢ノ丸4-2-30 TEL：0887-35-7500

11 直販所どんぐり 安芸市土居1579-1 TEL：0887-35-3344

12 弥っ太郎市 安芸市本町3丁目5番2号 TEL：090-8692-1125

13 かっぱ市 芸西村和食甲452-1 TEL：0887-33-2990

14 あぐりのさと 香南市香我美町口西川271-1 TEL：0887-54-2128

15 味の駅「こだわり市」 香南市香我美町岸本330-3 TEL：0887-55-4966

16 やすらぎ市 香南市夜須町千切537ー90 道の駅やす内 TEL：0887-55-2370

17 吉川町地場産品直売所「天然色市場」 香南市吉川町吉原1841-2 TEL：0887-54-5599

18 奥物部ふるさと市 香美市物部町大栃872-2 TEL：0887-58-2811

19 香北良心市 香美市香北町美良布1293 -

20 「韮生の里」美良布　直販店 香美市香北町美良布1211 TEL：0887-59-3156

おり、生産者へ携帯メールで販売実績が通知される仕組みを既に構築している。 

直販所の競合店は、近隣市町村の直販所や量販店があり、さらに消費拡大するた

めには、直販所から積極的に情報発信して、南国市の直販所のすばらしさをアピー

ルする必要がある。（参考資料：高知県東部及び中部エリアの直販所リスト） 

 

（４）特産品の地域ブランド化 

南国市には、全国的に知られていない特産物があり、切り口が四角形に近いこと

からその名がついた白木谷の四方竹や坂本龍馬が食べ損ねた特産の生姜風味スープ

で食べるシャモ鍋をはじめとした様々な特産品があるが、全国へ向かって情報発信

がされていないので、積極的に南国市の特産品を地域ブランドとして発信していく

必要がある。 

 

表 2.1.5.1 高知県内にある直販所一覧（高知県東部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出展：高知県観光情報サイト こじゃんとネット 

（http://www.kojyanto.net/kochi_inf/kochi_tyokuhan/index.html） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



28 

店 　 名 住 　 所 電 話 番 号

1 さ ん 花 園 南 国 市 三 畠 5 86- 2 T EL ：08 8 - 8 6 4 -3 8 3 9

2 か ざ ぐ る ま 市 南 国 市 上 野 田 32 0- 1 T EL ：08 8 - 8 6 3 -5 9 1 4

3 ＪＡ 南 国 市 直 売 所 風 の 市 南 国 市 左 右 山 10 2- 1  道 の 駅 南 国 内 T EL ：08 8 - 8 8 0 -8 0 1 1

4 な が お か 温 泉 「 あ け ぼ の 市 」 南 国 市 下 末 松 11 1- 1 T EL ：08 8 - 8 6 4 -6 3 0 6

5 ひ か り 市 南 国 市 十 市 2 319 -4 -

6 ＪＡ 全 農 こ うち 直 営  生 鮮 市 場  と れ と れ 彩 祭 南 国 市 大 そ ね 甲 1 571 T EL ：08 8 - 8 6 3 -8 0 3 0

7 高 知 市 農 協 旭 支 所 直 売 部 横 内 店 高 知 市 横 内 9 0-1 T EL ：08 8 - 8 4 0 -1 8 0 3

8 高 知 市 農 協 旭 支 所 直 売 部 旭 店 高 知 市 旭 駅 前 町 ３ T EL ：08 8 - 8 2 4 -1 7 6 1

9 高 知 県 漁 協 横 浜 直 売 所 高 知 市 横 浜 字 竹 ノ下 1 81 4-8 T EL ：08 8 - 8 4 1 -5 4 2 1

10 朝 倉 良 心 市 組 合 直 販 所 高 知 市 朝 倉 本 町 1丁 目 15 -

11 あ か い し 良 心 市 組 合 高 知 市 朝 倉 戌 78 5 T EL ：08 8－ 8 40－ 7 772

12 農 協 特 産 セ ン タ ー 　 と さ の さ と 高 知 市 南 川 添 7- 10 T EL ：08 8 - 8 7 8 -8 7 2 2

13 香 北 遊 裕 ふ れ あ い 店 高 知 市 相 生 町 2- 3 T EL ：08 8 - 8 8 2 -2 0 3 1

14 大 豊 町 農 産 物 直 販 店 高 知 市 菜 園 場 町 8- 3 T EL ：08 8 - 8 8 5 -2 0 4 3

15 「山 里 の 幸 　 鏡 村 の 店 」万 々 店 高 知 市 中 万 々 95 -1 6 T EL ：08 8 - 8 7 1 -3 7 0 5

16 伊 野 町 農 産 物 高 知 直 販 所 高 知 市 朝 倉 東 町 50 -34 ホ ー ム セ ン タ ー マ ル ニ 駐 車 場 T EL ：08 8 - 8 4 0 -6 8 3 7

17 JA コ ス モ ス 佐 川 支 所 は ち き ん の 店 六 泉 寺 店 高 知 市 六 泉 寺 町 6- 22 T EL ：08 8 - 8 3 1 -7 0 0 5

18 JA コ ス モ ス 佐 川 支 所 は ち き ん の 店 瀬 戸 店 高 知 市 瀬 戸 1 丁 目 4 -21 サ ン テ パ テ オ ビ ル 1 Ｆ T EL ：08 8 - 8 4 2 -8 0 0 2

19 JA コ ス モ ス 佐 川 支 所 は ち き ん の 店 城 見 店 高 知 市 城 見 町 3- 27 T EL ：08 8 - 8 8 4 -7 9 8 0

20 JA コ ス モ ス 佐 川 支 所 は ち き ん の 店 愛 宕 店 高 知 市 愛 宕 町 1丁 目 11 番 20 T EL ：08 8 - 8 2 5 -4 9 7 4

21 風 車 の 駅 　 津 野 町 ふ る さ と セ ン タ ー 瀬 戸 店 高 知 市 瀬 戸 東 町 3- 87 T EL ：08 8 - 8 4 8 -0 6 6 8

22 あ ぐ り シ ョ ッ プ 四 万 十 高 知 市 北 本 町 3- 8- 17 T EL ：08 8 - 8 8 4 -1 7 9 5

23 ひ だ ま り 交 差 店 　 Ｂ Ａ Ｌと さ や ま 高 知 市 土 佐 山 13 9- 3 T EL ：08 8 - 8 9 5 -2 3 0 4

24 中 川 直 販 所 と ん と ん の 店 高 知 市 土 佐 山 東 川 6 61 T EL ：08 8 - 8 9 5 -2 8 8 0

25 「山 里 の 幸 　 鏡 村 の 店 」Ｒ ＩＯ 店 高 知 市 鏡 大 利 1番 地 T EL ：08 8 - 8 9 6 -2 4 6 8

26 風 車 の 駅 　 津 野 町 ふ る さ と セ ン タ ー 十 津 店 高 知 市 十 津 ２ 丁 目 1 3- 5 T EL ：08 8 - 8 4 7 -8 7 7 5

27 フ ー ドス テ ー シ ョン 真 心 ふ ぁ ー む ら ぶ 高 知 市 高 須 東 町 4- 8 T EL ：08 8 - 8 8 3 -6 6 5 0

28 JF 高 知 県 漁 協 海 の 漁 心 市 　 本 町 店 高 知 市 本 町 1 -6- 21 T EL ：08 8 - 8 2 2 -8 4 3 3

29 ＪＡ 高 知 市 農 産 物 直 売 横 浜 店 高 知 市 横 浜 新 町 4丁 目 23 14番 地 T EL ：08 8 - 8 4 1 -4 7 8 4

30 ＪＡ 高 知 市 介 良 支 所 良 心 市 高 知 市 介 良 乙 16 82 -1 T EL ：08 8 - 8 6 0 -0 1 1 1

31 網 川 道 の 駅 直 売 所 高 知 市 土 佐 山 都 網 5 65 -1 T EL ：08 8 - 8 9 5 -2 2 7 1

32 春 の 里 高 知 市 春 野 町 西 分 5 12 -2 T EL ：08 8 - 8 9 4 -2 2 2 2

33 工 石 山 直 売 所 高 知 市 土 佐 山 高 川 1 89 8- 3 5 T EL ：08 8 - 8 9 5 -2 7 2 5

34 本 山 さ く ら 市 長 岡 郡 本 山 町 本 山 5 82 -2 T EL ：08 8 7 - 7 6 -2 2 5 2

35 米 米 ハ ー ト 八 菜 館 土 佐 郡 土 佐 町 田 井 1 49 5 T EL ：08 8 7 - 8 2 -0 0 7 4

36 ＪＡ 土 佐 れ い ほ く 女 性 部 土 佐 町 支 部 良 心 市 土 佐 郡 土 佐 町 田 井 1 35 4- 5 -

37 早 明 浦 橋 売 店 土 佐 郡 土 佐 町 境 （上 吉 野 川 橋 南 詰 め ） T EL ：08 8 7 - 8 2 -2 2 9 3

38 土 佐 　 蓮 池 の 市 土 佐 市 蓮 池 9 48- 1 T EL ：08 8－ 8 52- 1 9 9 3

39 北 原 ふ る さ と 市 土 佐 市 北 地 4 974 T EL ：08 8 - 8 5 4 -1 8 1 1

40 高 岡 良 心 市 土 佐 市 高 岡 町 乙 35 19J A土 佐 市 高 岡 支 所 T EL ：08 8 - 8 5 2 -7 3 7 8

41 波 介 農 産 物 直 販 所 土 佐 市 蓮 池 4 60- 8 T EL ：08 8 - 8 5 4 -0 3 4 5

42 戸 波 朝 市 土 佐 市 家 俊 大 石 10 37- 1 T EL ：08 8 - 8 5 5 -0 6 0 6

43 ＪＡ と さ し 高 石 直 販 所 土 佐 市 塚 地 田 所 11 6-1 T EL ：08 8 - 8 5 2 -2 0 3 3

44 浜 辺 の 駅 　 南 風 の 郷 土 佐 市 新 居 字 湊 38 -33 T EL ：08 0 - 5 6 6 4- 0 0 3 9

45 JA グ リ ー ン 伊 野 産 直 市 吾 川 郡 い の 町 枝 川 T EL ：08 8 - 8 9 2 -0 2 3 4

46 レ ス ト パ ー ク い の 吾 川 郡 い の 町 北 内 4 18 T EL ：08 8 - 8 9 3 -4 6 8 8

47 ＪＡ 伊 野 町 伊 野 直 販 所 吾 川 郡 い の 町 駅 前 町 22 1 T EL ：08 8 - 8 9 2 -1 0 7 0

48 仁 淀 川 ふ れ あ い 市 吾 川 郡 い の 町 鹿 敷 1 226 道 の 駅 土 佐 和 紙 工 芸 村 T EL ：08 8 - 8 9 2 -1 1 1 7

49 水 辺 の 駅 　 あ い の 里 仁 淀 川 吾 川 郡 い の 町 柳 瀬 本 村 55 1 水 辺 の 駅 あ い の 里 T EL ：08 8 - 8 9 7 -0 0 9 7

50 63 3美 (む さ さ び )の 里 吾 川 郡 い の 町 上 八 川 甲 11 60- 2 T EL ：08 8 - 8 5 0 -5 3 0 0

51 ＪＡ 伊 野 町 紙 博 直 販 所 吾 川 郡 い の 町 幸 町 1 10- 1 T EL ：08 8 - 8 9 2 -1 0 6 6

52 ふ れ あ い の 里 柳 野 吾 川 郡 い の 町 小 川 柳 野 字 大 黒 田 24 82 T EL ：08 8 - 8 6 8 -2 1 4 8

53 本 川 直 売 所 吾 川 郡 い の 町 桑 瀬 2 25- 4 T EL ：08 8 - 8 6 9 -2 4 5 5

54 ふ る さ と 斗 賀 野 良 心 市 高 岡 郡 佐 川 町 中 組 6 9 T EL ：08 8 9 - 2 2 -1 3 0 0

55 ＪＡ コ ス モ ス 佐 川 支 所 は ち き ん の 店 佐 川 店 高 岡 郡 佐 川 町 甲 17 51- 1 T EL ：08 8 9 - 2 2 -7 8 1 5

56 農 家 直 販 店 　 ふ る ー つ 村 高 岡 郡 佐 川 町 青 去 甲 2 75 2-1 T EL ：08 8 9 - 2 2 -4 4 7 7

57 越 知 町 観 光 物 産 館 　 お ち 駅 （越 知 産 市 ） 高 岡 郡 越 知 町 甲 17 36- 7 T EL ：08 8 9 - 2 6 -2 9 0 0

58 谷 の 内 フレ ッ シ ュ 市 高 岡 郡 越 知 町 越 知 甲 1 97 0  越 知 町 役 場 前 -

59 本 郷 農 産 物 直 販 所 （さ ん さ ん 市 ） 高 岡 郡 日 高 村 本 郷 1 47 8- 9 T EL ：08 8 9 - 2 4 -5 1 9 9

60 サ ン グ リ ー ン コ ス モ ス ふ れ あ い 市 高 岡 郡 日 高 村 本 郷 5 12 T EL ：08 8 9 - 2 4ー 512 2

61 良 心 市 ４ ３ ９ 仁 淀 川 町 北 浦 45 0- 4 T EL ：08 8 9 - 3 4 -3 9 8 8

62 上 分 あ さ ぎ り 市 須 崎 市 上 分 甲 30 7- 2 T EL ：08 8 9 - 4 6 -0 1 3 7

63 か わ う そ 市 須 崎 市 下 分 甲 26 3- 3 T EL ：08 8 9 - 4 0 -0 2 5 2

表 2.1.5.2 高知県内にある直販所一覧（高知県中部） 

 

南国市
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１．５．２ 農業分野おける南国市の課題解決の方策 

農業分野における南国市の地域課題を解決するためのＩＣＴ利活用による方策とし

て、以降のシステムを組み合わせて導入することが考えられる。 

 

（１）農業生産管理・集約システム 

平成24年4月に設立された農業生産法人株式会社南国スタイルが、電話連絡やＦ

ＡＸで処理している学校給食会の需要量と直販所の供給量の調整をＩＣＴで一元管

理を行う。 

また、学期単位で作成された献立表に基づき、直販所に納品している農業生産者

に対して、地元野菜の生産調整の連絡を円滑に行うためにＩＣＴで一元管理を行う。 

 

（２）農業ＩＣＴソリューション（生育状況ライブ発信サイト） 

憩いの場を求めて南国市を訪れて、農作物を収穫する体験農業や「田んぼのオー

ナー制度」で作付けした農作物の生育状況や気温等の気象状況を確認できる生育状

況ライブ発信サイトを提供し、日々の生長状況や南国市の天気を確認するとともに、

南国市に興味・関心を持ってもらい南国市ファンを拡大する。 

 

（３）直販所情報交流サイト 

南国市の直販所のすばらしさをアピールするために、ソーシャルメディアを活用

して、直販所から旬な話題や生産者ならではのレシピ紹介等を積極的に情報発信で

きる仕組みづくりを行う。 

 

（４）地域ブランド情報交流サイト 

南国市の特産品を地域ブランドとして全国へアピールするために、アンテナショ

ップやソーシャルメディアを活用して、積極的に情報発信できる仕組みづくりを行

う。 
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２．ＩＣＴ利活用による解消策の提案 

地域課題の解決に向けて、各分野において、ＩＣＴ利活用による課題解決方法等を提案す

る。本資料は、南国市が抱えている福祉・保健、防災、教育、観光、農業の各分野の各課題

に対してＩＣＴ利活用による解消策を提案するものである。 

 

２．１ 福祉・保健分野 

（１） 高齢者見守り・買い物支援システム 

（ａ） 超高速/高速通信ネットワークとテレビ電話を利用した 

               高齢者の見守り・買い物支援システム 

超高速／高速通信ネットワーク活用と双方向通信が可能なテレビ電話・情報表示端

末を設置し、高齢者の見守りと買い物支援のサービスを充実する。 

 

① 概要  

〔高齢者の見守りサービス〕 

高齢者宅及び福祉施設・保健センター等にテレビ電話・情報表示端末を設置し、

地域の支援者が見守りを行うとともに、福祉拠点から健康情報等を端末に配信し、

高齢者の健康管理に役立てるとともに、支援者が顔を見ながら健康相談等に応じる。 

 〔高齢者の買い物支援サービス〕 

高齢者宅及び地域事業者・商店等にテレビ電話・情報表示端末を設置し、買物シ

ステム・テレビ電話を使用して高齢者が地域事業者に買い物代行を依頼し、事業者

が取りまとめの上 商店から買い物を代行して購入し決められた時間に配達を行う。 

 

② 特徴 

・テレビ電話 

 タッチパネル式で、数回のタッチでテレビ電話ができる。 

・情報確認 

〔見守りサービス〕 

高齢者それぞれの利用者に合わせた情報配信ができる。また、双方向通信を活用

し、利用者が配信された情報に回答することができる。見守りサービスの活用イメ

ージを図2.2.1.1に示す。 
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図2.2.1.1 見守りサービスの活用イメージ 

 

〔買い物支援サービス〕 

双方向通信を活用し、利用者が必要な時にテレビ電話で顔を見ながら確認するこ

とができる。買い物支援サービスの活用イメージ例を図2.2.1.2に示す。 

 

図2.2.1.2 買い物支援サービスの活用イメージ 
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 ③ システム構成 

本システムの構成を図2.2.1.3に示す。 

 

図2.2.1.3 システム構成図 

 

④ 効果 

（ア）高齢者の見守りサービスの向上 

テレビ電話画面を通じて 顔を見ながら高齢者の健康状態や精神状態も把握でき、

必要に応じての訪問対応など、効率的な対応活動と的確なアドバイスやサポートが

可能となる。 

また、支援員の訪問による見守りに加え、支援員や地域外に住む家族のテレビ電

話での見守りができるので、見守り頻度があがる。 

・支援者の負担軽減 

天候が悪い時や支援者の体調がすぐれない時等に、テレビ電話で自宅にいながら

見守りを行うことができ、支援者の負担軽減になる。 

 

（イ）高齢者の買い物支援サービスの向上 

・テレビ電話画面を通じて商品・価格等を提示し、高齢者が商品・数量等を指定し

て買い物をし、後刻（後日）纏めて配達することにより、高齢者が自宅に居なが

らにして買い物することでサービス向上が図れる。 

・商店等の効率的業務運営 

地域事業者が高齢者の買い物を取りまとめるので、商店等は買われる商品を事前

に把握でき、商品の仕入れ等を効率的に行うことが可能になる。 

 

⑤ 維持管理のためのワーク 

・利用者管理 
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・情報配信 

（ア）見守りサービスの情報配信等 

それぞれの利用者に合わせた情報の配信、回答の集計等。 

（イ）ネットワークへの商品提示管理 

地域事業者又は商店が自己の端末で商品・価格等をリスト提供する必要がある。 

 

⑥ 今後の可能性・応用展開 

情報端末を役場や関係機関・地区リーダー宅等に設置し、双方向性を利用して周知

活動・情報収集や情報交換・問合せ等の対応を行うこともできる。 

また、高齢者間でも顔を見ながら通話ができるので 新たなコミュニケーションツー

ルとして活用を図ることができる。 

更に、防災対応時等の緊急連絡用にも活用できる。 

 

⑦ システム導入の際に検討すべき課題 

・設置宅の環境整備 

端末周辺機器の整備。 

・運営体制の整備 

〔見守りサービス〕 

情報配信元、支援者の選定、役割分担等、システムを運営するための体制の整

備。なお、事業主体は第三セクターが運営し、ＮＰＯ法人が支援者として対応

している事例がある。 

〔買い物支援サービス〕 

地域事業者・商店等の選定、役割分担を含めた仕組み作り等 ステムを運営す

るための体制の整備。なお、事業主体は第三セクターが運営し、ＮＰＯ法人が地

域事業者として対応している事例がある。 

・費用負担の検討 

設置時の環境整備費用、運営経費の負担方法の検討。  
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（ｂ）携帯電話を利用した高齢者見守り・買い物支援システム 

①概要 

高齢者向けに操作性を向上させた携帯電話を利用して、在宅高齢者の見守りや生活支

援を行う仕組みを構築する。 

携帯電話を持っている高齢者は、簡単な操作で地域の支援者への相談や買い物などの

生活支援、119番通報などが行える。また、支援者は携帯電話を常時携帯している高齢

者の安否確認ができる。 

 

②特徴 

ａ．簡単な操作 

携帯電話のワンタッチダイアルに割り当てられたサービスを選択するだけで、支

援サービスを受けることができる。 

   「よやく」   買い物（宅配）、タクシー、健康相談などの生活支援 

   「そうだん」  地域支援者への相談 

   「きんきゅう」 位置情報（ＧＰＳ）付の119番通報 

ワンタッチダイアル機能がない携帯電話やスマートフォンからは、電話帳機能や

簡易ダイアル機能を利用して目的のサービスを呼び出す。 

図2.2.1.4に本システムの利用イメージを示す。 

 

図2.2.1.4 利用イメージ 

 

ｂ．地域のバーチャルコンタクトセンター 

支援担当者の対応スケジュールに基づき、高齢者からの電話やメールをシステム

が自動的に支援担当者に転送する。利用者は曜日や時間に関係なく、サービスを受

けられる。支援者も交代制により自宅等で対応できる。 

 

ｃ．安否確認 

歩数計やＧＰＳ機能が付いた携帯電話では、歩数計情報や位置情報を定期的に自

動送信することで、電話機を携帯している高齢者の安否確認ができる。 

 

   ｄ．広い適用エリア 

携帯電話の通話機能のみを利用しており、携帯電話のサービスエリア内はすべて

利用可能である。 
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③システム構成 

本システムの構成を図2.2.1.5に示す。システムの中核となる応答システムは、以下

のような機能を有する。 

・利用者からの電話に対して、音声ガイダンスで自動応答する。 

・登録された対応スケジュールにより支援者の電話に転送する。 

・利用者からの音声伝言を蓄積し、あらかじめメールアドレスに伝言受付をメールす

る。（夜間等の対応） 

 
図2.2.1.5 システム構成イメージ 

 

④効果 

ａ．高齢者生活支援の充実 

必要な時に携帯のボタンを押すだけで生活支援サービスや相談を受けられること

から、サービス利用が拡大し、地域事業者等のサービスの充実が図れる。利用者は

携帯電話を利用することで、外出時でもサービスを利用したり、緊急通報をするこ

とができる。 

また、自治体が運営する安心感と簡便な操作性から、高齢者の携帯電話を使う意

欲も増し、高齢者のデジタル・デバイド解消の一助となる。 

 

ｂ．支援者の負荷軽減 

高齢者からの相談対応は、多数の支援者がそれぞれの可能な時間に交代で対応で

きるため、場所と時間に制約されずに対応できる。さらに、安否確認も定期的な自

動メールから判断可能であり、訪問時の参考情報として活用できる。 

 

ｃ．地域コミュニティの強化 

ＩＣＴを利活用して地域住民による高齢者を支える仕組みを強化することで、地

域コミュニティの強化が図れる。 

また、高齢者の生活支援サービス利用が増えることにより、宅配や送迎など支援

サービス提供事業者の充実など地域経済活性化が期待できる。 
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⑤維持管理のためのワーク 

ａ．利用者管理 

利用者の登録・変更・削除、利用者からの問い合わせ対応、安否確認データなど

の集計管理 

 

ｂ．支援者組織の管理運営 

相談対応を行うボランティアなど支援者組織の運営 

 

ｃ．生活支援事業者管理 

サービス提供事業者との契約、対応窓口 

 

ｄ．システム維持管理 

サーバーやネットワークの保守、機器提供業者や回線事業者の対応窓口 

 

⑥今後の可能性・応用展開 

宅配、デマンドタクシーなど生活支援サービスを高齢者に限らず一般市民にも提供し、

地域住民の利便性を向上させる。 

 

⑦システム導入の際に検討すべき課題 

ａ．運営体制の確立 

事業計画の立案、利用者管理、システム維持などを行うための運営組織を検討す

る。既に導入している自治体ではシステムの維持管理は市町が行い、利用者管理等

は地域包括支援センターが行っている。また運営全てをＮＰＯに委託している例も

ある。 

 

ｂ．支援組織の整備 

高齢者からの相談や安否確認を行う支援者の体制を整備し、利用者毎の支援スケ

ジュールや対応ルールを作成する。地域包括支援センターが社会福祉協議会と協力

して支援組織を運用している例が多いが、ＮＰＯに委託している例もある。 

 

ｃ．生活支援事業者の選定・育成 

買い物、送迎、健康相談など生活支援サービスを提供する地域事業者の体制を整

備し、提供サービスを検討する。 

 

ｄ．費用負担方法の検討 

携帯電話の通信費用など運営経費の負担方法を検討する。本システムで使用する

携帯電話は、生活支援サービスとともに一般通話やメールなどにも利用できるので、

その費用は利用者負担とすることも考えられる。 

 

ｅ．携帯電話利用可能エリアの検討・充実 

高齢者の生活エリアの携帯電話利用可否確認と必要に応じた拡充計画を検討する。 
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（２） ＩＣＴサロンの開設 

①概要 

高齢者の中にはこれまでＩＣＴを使ってみたいと思いながら、きっかけがないため使

うことが出来ずに現在に至り、ＩＣＴの恩恵を受けられないでいる人たちがいる。 

そのような高齢者やその家族がＩＣＴの利便性を享受するために、高速ネットワーク

につながったＩＣＴ機器、ＩＣＴサービスを使えるようになるなど、ＩＣＴリテラシー

の向上が望まれる。そのために、高齢者がＩＣＴ機器を使いＩＣＴサービスを利用でき

るようになるための支援を行う仕組み作りを行う。 

ＩＣＴ機器は、昔のようにパソコンだけではなく、最近は操作が直感的で簡単なタブ

レット端末が出現したので、タブレット端末の利用も視野に入れ、多くの高齢者がＩＣ

Ｔの利便性を享受できる様にする。 

 

②特徴 

ａ．市内の複数箇所にサロンを開設 

高齢者がリテラシーを向上させるためには、活動参加を継続することが必要であ

り、そのためには近くに、顔なじみの高齢者や指導員・支援者がいる「学び・相談・

コミュニケーションの場」である「ＩＣＴサロン」の設置を地域毎に行う。 

 

ｂ．ＮＰＯへの依託による自主運営の促進 

ＩＣＴ機器・サービスの使い方を教える指導員はリテラシーが高い、一般市民、

退職したシニア市民、学生などが考えられる。 

スケジューリングなど運用業務に行政が直接携わらないためにＮＰＯに委託して

運営することが望ましい。 

全国で成功している事例を調べると、シニア市民から構成されるＮＰＯ（シニア

ネット等）に依託しているケースが多い。（表2.2.1.6参照） 

 

ｃ．高齢者のリテラシーレベルに応じた対応 

高齢者のＩＣＴのリテラシーレベルや興味も様々であり、それぞれのレベル、興

味に合わせて支援していく事が望まれる。そこでレベルに合わせて、たとえば次の

ようなテーマ設定を行うことが有効である。 

－ インターネット閲覧 （パソコン・タブレット端末・携帯電話） 

－ メールの読み・書き （パソコン・タブレット端末・携帯電話） 

－ デジカメ写真整理  

－ 文書作成 

 

表2.2.1.6 全国のＮＰＯ主催の高齢者向けＩＣＴ支援活動 

都道府県 市町村 指導内容 使用会場 指導員数 指導員年代

岩手県 大船渡市 パソコン講習会 公民館 視聴覚教室 ６０名 シニア
千葉県 我孫子市 パソコン訪問指導 訪問指導 ５００名 シニア
大阪府 府内 携帯電話（通話・災害伝言板・メール・） デイハウス ８００名 一般女性
和歌山県 田辺市 ＰＣ操作、インターネット、メール 公民館、集会所 ２０名 シニア
佐賀県 基山町 ＰＣ操作、ⅰＰａｄ操作 町民会館 ５７名 シニア  
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③運用イメージ 

ＩＣＴサロンの運用イメージを図2.2.1.7に示す。 

 

 

 

図2.2.1.7 ＩＣＴサロン運用イメージ図 

 

④効果 

これまで、インターネット、メールなどのＩＣＴサービスを利用できなかった高齢

者が、自分でＩＣＴ機器を使いＩＣＴサービスを利用する事ができるようになる。そ

れにより、地域での高齢者同士のコミュニケーションが盛んになったり、生活に関す

る各種情報が得られることで世界が広がるなどのＩＣＴの恩恵が受けられるように

なる。 

 

⑤維持管理のためのワーク 

サロンを維持するためには、場所、機器、指導員の継続的な確保が必要になる。 

活動場所は全国の事例を見てみると、公民館、図書館などの公共施設を利用する事

が多く、行政はこれらの公共施設を継続的に利用しやすいように配慮する事が必要な

場合がある。 

ＩＣＴ利用指導は、使い慣れた自分の機器を持参して行う事が望ましいが、機器を

持っていない初心者のために最低限の機器の準備、維持が必要になる。また超高速/

高速通信回線や無線ＬＡＮなどのネットワーク環境の維持管理が必要になる。 

一番重要なのは指導員の継続的な確保であり、前述の通りそれを行政が直接行うの

は実際的でないのでＮＰＯに委託することが望ましい。 

 

⑥今後の可能性・応用展開 

最初から多くの地区でサロンを開設するのは難しいため、数箇所の拠点を設けそこ

から活動を開始する。各拠点で指導を受ける高齢者が多くなった時点で、分割を行い

後免地区 ＩＣＴサロン ・ ・ 国府地区ＩＣＴサロン 上倉地区ＩＣＴサロン 
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更に細かい地区展開を行う。 

 

⑦システム導入の際に検討すべき課題 

表2.2.1.6 に示した全国の成功例を見ても分かるように、本サロンの運営には指

導員の確保が必須であり、それはＮＰＯに委託することが望ましい。しかし市内に適

当なＮＰＯが存在しない場合が考えられる。 

そのような場合には県とも相談の上で、サロン設立当初は県内の他地域で活動して

いるＮＰＯに委託して活動の立上げを行う。活動を継続していくうちに、南国市民の

高齢者の中にもほかの人を指導できるレベルの人が育成され、それらの人を中核に市

内にＮＰＯを立ち上げるように行政が手助けをしていくことが望ましい。 

全国の事例を見てみると、ＮＰＯの指導員には退職された教師が、またＮＰＯの運

営には退職された公務員の方が多く活躍されている。 

 



40 

（３）高齢者・障害者関連情報共有システム 

①概要 

同じ高齢者・障害者に対して複数の部署、組織の人が同じような内容の質問、問合せ

をする事を避けるために、高齢者・障害者の個人情報、見守り情報などを一元管理し、

関連する部署、組織で共有するシステムであり、以下の機能を有する。 

ａ．高齢者・障害者基本情報の登録 

住民基本台帳システムから高齢者・障害者の基本情報を取り込む。 

ｂ．事務所内での高齢者・障害者の追加情報の登録 

パソコンにより高齢者・障害者の追加情報を入力し登録する。 

ｃ．訪問時の高齢者・障害者の追加情報の登録 

携帯端末により訪問先の高齢者・障害者宅等で追加情報を入力し、帰って

来てシステに登録する。 

ｄ．見守りシステムとの連携 

高齢者見守りシステムの保有する見守り情報を定期的に取り込み、高齢者

関連情報の一部として登録する。 

ｅ．高齢者・障害者情報の閲覧 

パソコンを用いて指定した高齢者・障害者の登録情報を閲覧する。 

ｆ．携帯端末へ高齢者・障害者情報のコピー 

システムに登録されている個別の高齢者・障害者関連情報を携帯端末にコ

ピーする。 

 

②特徴 

ａ．情報の一元管理 

各高齢者・障害者に関連する情報を整合を取りながら一元的に管理する。 

ｂ．携帯端末の利用 

携帯端末を用いるため、出先でのデータの閲覧や入力が可能となる。 

ｃ．高齢者見守りシステムとの連携 

外部システムである高齢者見守りシステムとオンラインでデータ連携する。 
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③システム構成 

   本システムの構成を図2.2.1.8に示す。 

 

社会福祉協議会
福祉事務所

高齢者見守り
システム

高齢者
関連情報

市役所

保健福祉センター

地域包括支援センター

住民基本台帳
システム

長寿支援課

オンライン接続
オフライン接続

高齢者宅
障害者宅

図2.2.1.8 高齢者・障害者関連情報共有システム構成図 

   

④効果 

ａ．高齢者・障害者への質の高い対応 

訪問する民生委員や担当職員が高齢者・障害者に関する情報を広範囲に理解でき

るため、同一内容の質問を回避できたり、情報を踏まえた総合的な対応ができる。 

 

ｂ．担当職員の効率向上 

担当職員は高齢者・障害者の情報を一元的に確認できるために効率が向上する。 

 

⑤維持管理のためのワーク 

・高齢者・障害者関連情報の登録 

高齢者・障害者の基本データを住民基本情報から取り込み初期登録し、日々の業

務の中で追加情報を登録する。 

 

⑥今後の可能性・応用展開 
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・福祉全般への拡張 

当初は高齢者・障害者を対象に関連情報を登録、閲覧するが、順次外国人、

難病患者などの災害時要援護者に対象を広げる。 

 

⑦システム導入の際に検討すべき課題 

 本システムの設置および運営は市役所が行うことを前提とする。 

ａ．運用方法 

複数の職員や関係者で同一情報を取り扱う場合は、構成している情報ごとの担

当責任者を決めるなどの運用方法を定め、それに従い情報の更新を行うことで、

情報の正確性、鮮度を確保する。 

 

ｂ．セキュリティ確保 

本システムでは個人情報を扱うため、閲覧者ごとに情報の開示範囲を決めるな

ど、情報漏えいに対する配慮が必要となる。 

 

ｃ．システム構築方法 

本システムを単独で構築することは費用が高くなることが考えられる。システ

ム構築に際しては、本システムと連携している高齢者見守りシステムへの機能

追加や、要援護者支援システムの機能拡張で対応できないか検討する事が必要

である。 
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２．２ 防災分野 

（１） 危機管理支援システム 

①概要 

自然災害や緊急事態の発生時に、複数の関連組織に存在する情報を、ネットワークを

介して集約・管理・共有するシステム。関係者の状況認識の統一を促し、迅速かつ適切

な意思決定を支援することができる。 

 

図2.2.2.1 危機管理支援システム（イメージ） 

 

②特徴 

ａ．現地情報の集約／共有 

携帯電話、スマートフォン等を介して災害現場の状況や位置情報を集約し、Ｗｅ

ｂ掲示板で共有することで、リアルタイムな状況把握が可能となる。 

 

ｂ．状況報告の作成 

あらかじめ報告様式（テンプレート）を用意しておくことで、上位組織や関係部

署への報告書類を自動で作成することができる。 

 

ｃ．支援物資及び人的支援の管理 

被災現場や避難所からの支援リクエストを集約し資源状況を把握することで、状

況に応じた支援人員配備や支援物資配送を実施することができる。 

 

ｄ．指示内容の進捗管理 

実行計画に基づく指示内容及びその進捗状況を一元的に管理し、さらにそれに基

づいて新たな指示を行うことで、現場の混乱を軽減することができる。 
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図2.2.2.2 危機管理支援システムの役割 

 

③システム構成 

本システムの構成のイメージを図2.2.2.3に示す。 

 

図2.2.2.3 システム構成イメージ 

 

④効果 

ａ．情報収集の迅速化 

インターネット接続環境と接続端末があれば、災害現場の担当者は本システムに

ダイレクトに情報を投入することができ、その結果リアルタイムでの状況把握が可

能となり、災害対応活動の迅速化を図れる。 
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ｂ．統一的な情報共有の実現 

従来のように一旦情報を集約・整理してから共有する方法では、その共有先の組

織・人によって把握する情報の量・質に濃淡が生じる可能性があるが、本システム

導入によって、遠隔地や異なる組織間、大人数で統一的に情報を共有することがで

きる。 

 

ｃ．文書・帳票類作成の効率化 

従来の紙やホワイトボードを用いた方法では、整理した情報を再度文書・帳票に

まとめるために手間がかかり、さらに情報を整理する段階で漏れが生じる恐れがあ

ったが、本システム導入時に報告様式（テンプレート）を用意しておけば、分かり

やすい報告書が自動生成される。 

 

ｄ．災害対応の振り返りの実現 

災害対応のオペレーションがノウハウとしてデータベースに残るため、業務の振

り返りや分析が容易に実現でき、業務改善に役立てられる。 

   

⑤維持管理のためのワーク 

ａ．業務フローと必要情報項目の決定 

災害対応時の業務の流れとそれに伴う情報の流れを整理し、マニュアル化する。 

 

ｂ．報告様式（テンプレート）の作成 

関連部局へ提出する報告書の様式を決定し、それをシステム内にテンプレートと

して作成する。 

 

ｃ．システムへの情報入力 

各関係部局が必要情報や組織間の調整事項をシステムに入力する。 

 

ｄ．収集された情報の管理・活用 

システムに入力された情報から進捗状況を把握し、次なる指示・実行に活用する。 

 

ｅ．担当職員のトレーニング 

災害時、担当職員が円滑にシステムを操作できるよう、平時からトレーニングを

実施する 

   

⑥今後の可能性・応用展開 

ＧＩＳシステムや救援物資管理システム等。他のシステムと連携させることで活

用範囲を広げることができる。 

また、管理する情報項目を追加することで、トラブル対応などの日常業務でも活

用できる。 
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⑦システム導入の際に検討すべき課題 

ａ．統一した業務フローの作成 

複数の部局にまたがって対応する業務について、関係者間で調整の上、業務フロ

ーを統一する必要があり、その調整に時間と労力が取られるケースがある。 

また、システム導入した場合の業務フローについては、既存の業務フローをベー

スに考えるか、ゼロベースで考えるか、あるいはベストプラクティスを参考に考え

るかといった判断が必要となる。 

 

ｂ．セキュリティポリシーの策定 

重要情報がネットワークを経由してシステムに集約されることとなるため、人レ

ベルや端末レベルでのセキュリティポリシーを決定する必要がある。 

 

ｃ．制度面の整備 

個人情報をシステムに集約する場合には、その利用について指針を示し、場合に

よっては制度対応が必要となる（条例など）。 

 

ｄ．情報入力稼動の軽減 

特に災害現場では迅速な災害対応が最優先業務となるため、現場職員への情報入

力の負荷が軽減されるよう工夫する必要がある。 

 

ｅ．担当職員の危機意識及び操作スキルの維持 

災害発生時円滑に業務が遂行できるよう、担当職員の災害に対する危機意識とシ

ステム操作のスキルを維持できるよう、研修や訓練を定期的に実施する必要がある。 
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（２） 防災情報受信端末 

①概要 

防災行政無線と異なり、ブロードバンド回線を通じて、情報を配信する方法。音声

のほか、文字や映像でも情報を配信することができ、幅広い活用が可能である。また

安否確認等でも活用することができる。 

 

  ②特徴 

   ａ．操作の容易さ 

      タッチパネル式のため操作が容易に行える。 

ｂ．文字・映像での表示も可能 

音声のほか、文字や映像でも情報を表示することができ、耳や目の不自由な方

でも情報を入手することができる。 

   

③システム構成 

  本システムのイメージを図2.2.2.4に示す。 

・ 親局：災害・避難情報を音声、文字、映像等で情報配信。 

・ 防災情報受信端末：親局から配信された情報をブロードバンド回線を通

じて受信し、音声、文字映像等で案内表示。 

   

 
図2.2.2.4 システム構成 

 

④効果 

   ａ．情報到達性の向上 

防災情報受信端末を配備している指定避難所や各家庭等では、南国市からの情

報伝達手段が多様化（防災行政無線等と防災情報受信端末）され、災害情報や避

難情報など住民への情報の到達性が向上し、避難行動等次のアクションの一助と

なる。 

ｂ．災害時要援護者にも対応した情報伝達手段の確立 

音声のみならず、文字・映像での情報受が可能となることで、高齢者をはじめ

とする災害時要援護者に対して、分かりやすく情報を伝達することが可能となる。 

防災行政無線 親局 

市役所 本庁舎 

ＩＰ告知システム 親局 

※防災行政無線とＩＰ告知システムとの冗長化 

防災情報受信端末 

ブロードバンド回線 

出先機関等 

防災情報受信端末 

防災情報受信端末 
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  ⑤維持管理のためのワーク 

 ａ．日常情報の配信 

市からのお知らせやイベント、防犯情報等を一般市民にも提供し、地域住民の

利便性を向上させる。 

 ｂ．受信状況の確認 

市から情報案内等を行い、住民の方に日常から防災情報受信端末の操作に慣れ

親しんでもらい、非常時に冷静な情報入手につなげる必要がある。 

   

⑥今後の可能性・応用展開 

    今回は市からの情報配信を念頭にシステム構成を検討したが、双方向での通信も可

能なため、安否確認等を幅広い利用が可能となる。 

   

⑦システム導入の際に検討すべき課題 

ａ．費用負担方法の検討 

防災情報受信端末の各家庭への配布を、市の負担（無償貸出）や各家庭での負

担（有償貸出・買取）等を検討する。 

ｂ．停電時の対応 

ＡＣアダプタ方式での給電のため、停電時における情報入手方法を検討する

必要がある。 

 ｃ．ブロードバンド回線の整備 

ブロードバンド回線を利用されていない住民宅においては、防災情報受信端末

利用にあたりブロードバンド回線の利用申し込みが必要となる。また、通信事業

者のサービス提供エリアかどうかの確認を行う必要がある。 
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（３） 防災情報伝達制御システム 

①概要 

確実な情報伝達を行うためには、防災情報を伝達する手段を複数整備し多様化する

必要があり、かつ、迅速な情報伝達を可能とする仕組みを備えることが肝要となる。  

複数の通信網や通信メディアに対する迅速な情報伝達を効率的に実現するため、防

災情報を一元的に配信管理・制御する仕組みを導入する。 

   

②特徴 

・ワンオペレーションにより、迅速な情報配信が可能 

・自治体などの情報インフラを利用した複数の通信手段による情報到達性の向上 

   

③システム構成 

以下のように複数の情報伝達媒体を組み合わせたオペレーションが可能である。シ

ステム構成を図2.2.2.5に示す。 

 

図2.2.2.5 防災情報伝達制御システムの構成イメージ図 

 

④効果 

・ ワンオペレーションで配信可能なため、情報伝達の迅速性を確保すると共に、職員

稼働の軽減を図ることが可能 

・ 既存メディアの有効活用が可能（ＣＡＴＶ連携によるテロップ配信など） 

・ 複数メディアを活用することによる情報伝達確度の向上 

・ 同一ＬＡＮ上であれば遠隔での操作が可能 
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⑤維持管理のためのワーク 

夜間や休日などの閉庁時に発災するケースや、2次被災を避けるためにシステム設置

拠点に容易に職員が立ち入れないケースも想定する必要がある。本システムは、庁内

イントラ上の端末であれば、ＩＤ／Ｐａｓｓｗｏｒｄにてログインできるため、シス

テム設置拠点の端末に限定せずに遠隔での操作が可能である。また、Ｊ－Ａｌｅｒｔ

から受信した信号により、予め設定をしている閾値と比較し自動発信することも可能

である。事前にこのような想定を踏まえた運用フローや体制、仕組みを整備すること

により、あらゆるケースにおいて迅速かつ確実に情報伝達を行うことが可能となる。 

   

⑥今後の可能性・応用展開 

情報の入出力先として連携を想定するサービスやシステムは、技術の進歩や、貴市の

今後の防災構想などにより変化するが、防災情報伝達制御システムは、連携先の変化

に、拡張オプションやカスタマイズなどの簡易な機能追加で対応が可能であり、導入

後システムの陳腐化や大規模なリニューアル構築を必要としない。 

Ｊ－Ａｌｅｒｔや各種センサからの入力情報との連携や、Ｔｗｉｔｔｅｒ、Ｆａｃｅ

ｂｏｏｋ、コミュニティＦＭなど多様な情報伝達手段への対応により、より一層、迅

速かつ確実な情報伝達を行うことが期待できる。 

   

⑦システム導入の際に検討すべき課題 

・ ＦＭラジオ、地上デジタルテレビ等の放送網を用いた情報伝達を行う場合には、放

送事業者との事前協議が必要となる。なお、事前協議をスムーズに行うためには、

県を巻き込んでの調整を行うことが望ましい。 

・ システムの運用はパソコンがベースとなるため、ＵＰＳによる瞬電防止は当然なが

ら、発電機との連携による長時間の電力供給も必要となる。 
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（４）避難誘導システム 

①概要 

   避難方向を示す道路誘導指示器および避難誘導路の夜間照明となる避難誘導灯を避

難誘導路上に設置して、緊急時に迅速かつ的確で安全な避難誘導路の表示を行う。 

 

②特徴 

   道路誘導指示器は屋外型デジタルサイネージを設置する事により、有事・平時に応じ

た告知情報を住民に提供する。 

避難誘導灯はＬＥＤ街路灯による省電力化により風力・ソーラー発電・蓄電池等の電

源対策を可能にする。 

   

③システム構成 

   本システムのイメージ図を図2.2.2.6に示す。 

￥

避
難
所

￥

避
難
所

災害状況に応じて的確に避難誘導

 

図2.2.2.6 デジタルサイネージによる避難誘導 

   

④効果 

   非常時のパニック防止と人命の安全確保、および平時の行政情報提供による住民との

コミュニケーション促進の効果が期待できる。 

 

⑤維持管理のためのワーク 

   避難誘導システムは危機管理支援システムとの連携が効果的である。また、防災計画

に基づき効果的な設置計画を立案した後においても定既的な避難訓練を施行すること

により実効的な設置計画の見直しを図ることが重要である。 
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⑥今後の可能性・応用展開 

   避難誘導灯はソーラースイッチにより夜間自動点灯させることができる。更に、Ｗｉ

－Ｆｉを用いた点灯制御を行うことにより、避難方向の流れを示す時差点滅が可能とな

る。 

   また、避難時以外にも防災行政無線や広報等のお知らせ情報の内容を街頭表示するこ

とにより、屋外にいる住民への確実な情報伝達に役立てることができる。 

 

⑦システム導入の際に検討すべき課題 

   災害時には、援護を必要とする要援護者に関する情報を屋外表示することもできるが、

個人情報保護の観点から住民のコンセンサスを形成して導入する必要がある。 
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（５）クラウドサービス活用による業務継続 

①概要 

現在は3町共同利用によるデータセンターにてクラウドサービスによる基幹系システ

ムを運用しているが、南海トラフ地震等により激甚災害が起こり、市内のデータセンタ

ーが被災した際には、データ消失の恐れがある。 

堅牢なデータセンターにて運用をされているものの、重要データを遠隔地にバックア

ップするサービスを利用することにより、万一のデータ消失に備える。 

     

②特徴 

現在のクラウドサービスを大幅に変更することなく災害対策を実施可能。また、堅牢

なデータセンターかつ遠隔地でデータバックアップするため、データ消失という最悪の

事態を回避できる可能性が高い。 

南国市内のデータセンターと遠隔地データセンター間を閉域網で接続することにより

セキュリティを確保。 

   

③システム構成 

本システム構成を図2．2．2．7に示す。 

 
図2.2.2.7 システム構成 

 

④効果 

ａ．データ消失リスクの回避 

万が一の場合にも、遠隔地にバックアップしたデータにより重要データの消失を

免れられ、自治体業務の早期復旧が可能となる。 

 

⑤維持管理のためのワーク 

ａ．対象データの選定 

バックアップを行うデータの選定。 

 

ｂ．現行サービス提供ベンダとの提携 

バックアップ対象システム（データ）運用ベンダとの調整（データバックアップ

頻度、時間等）。 
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ｃ．システム復旧訓練 

バックアップだけではなく、リストア作業についても訓練を実施し、万が一の事

態が発生した際の復旧訓練を実施。 

 

⑥今後の可能性・応用展開 

データのみならず、業務システム自体を遠隔地でも同様に保有することにより、大規

模災害時に、データセンターが被災した際には、運用拠点を変更することで速やかに業

務再開を行うことが可能。 

   

⑦システム導入の際に検討すべき課題 

ａ．システム環境の確認 

バックアップ対象システムのＯＳ、データ容量等 

 

ｂ．運営体制の整備 

遠隔地データセンター運営事業者、システムベンダとのサービス利用契約、南国

市様との保守運用体制等 

 

ｃ．費用負担 

バックアップサービス利用に伴う初期費用および月額費用等の運営経費負担 
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 （６） 電力供給システム 

①概要 

災害発生時には、電力供給が不安定になり、最悪の場合、長時間の停電が想定され

る。停電時においても、職務にあたる市職員の業務遂行や避難所での被災者の生活を

支援するためには、自家発電装置等の導入が必須である。 

本項では、庁舎、出先機関、避難所において、災害発生時に必要な防災情報システ

ムや連絡手段に限り、電力を供給するシステムを想定する。 

停電を想定した電力供給システムを構築することで、災害時においてもシステム機

器、情報通信機器、ビジネスホン等への電力供給を維持することが可能となる。 

また、システム機器等への電力供給とは別に、避難所において避難生活を送るにあ

たり、最低限必要な電力を算定し、供給できるシステムについても検討する必要があ

る。具体的には、冷暖房、照明、上下水道ポンプ等に対する電力供給についても検討

する必要がある。 

 

②特徴 

   ・複数の電力供給ルートを想定し、自家発電装置、再生可能エネルギー発電システム、

蓄電池を組み合わせたシステム 

   ・各拠点の発電状況、電力利用状況、蓄電状況をネットワークで一元管理 

   ・防災関連システム、災害対策室、連絡用電話等への電力供給 

 

③システム構成 

本システム構成を図2.2.2.8に示す。 

 
図2.2.2.8 システム構成 
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④効果 

   ・停電時の業務継続 

停電時にもシステム機器等に対して電力供給が可能となり、関連情報の収集、集約、

伝達、共有できる。その結果、迅速かつ的確に業務を遂行することができる。 

   ・通常時における電気代削減、省エネ効果、ＣＯ2排出量の削減 

再生可能エネルギーと蓄電池を併用することで、電気代の削減や省エネ効果、ＣＯ

2排出量の削減が見込まれる。 

   

⑤維持管理のためのワーク 

・定期的な保守点検、整備 

 必要時に確実に動作するよう月1回程度の試運転、設備劣化の確認等の保守点検や

整備を実施する必要がある。 

・定期的な運用訓練 

機器の動作確認とともに、実際に機器を作動させたり、切替を実施する等の運用訓

練を実施する必要がある。また、必ずしも詳しい者が登庁できるとは限らないため、

マニュアルを作成した上で、誰もが対応できるように備えておく必要がある。 

   

⑥今後の可能性・応用展開 

   ・電気自動車との連携 

建物への電力供給の可能性として、電気自動車から電力を供給する仕組みが実用化

されつつある。今後、公用車として導入が推進される電気自動車等を活用した電力

供給システムについて検討が必要である。 

・急速充電器インフラの整備 

電気自動車へ電力を供給するために充電器の設置を推進し、災害時における動作状

況を確認できるようシステム化が必要である。 

・地域連携の検討 

民間企業や地元住民とも連携して、地域で防災に関連する電力供給のありかたを検

討し、コミュニティエネルギーマネジメントシステム（ＣＥＭＳ）の構築が必要で

ある。 

 

⑦システム導入の際に検討すべき課題 

・対象施設、および防災計画・ＢＣＰとの整合性 

本項では、主として災害発生時に運用が必要となるＩＣＴ機器への電力供給を想定

したが、具体的な対象施設の決定に際しては、幅広い施設（庁舎、避難施設等）を

想定した検討が必要。また、防災計画や自治体業務の継続計画に基づき、必要なシ

ステムを選定し、適切な電力供給システムを検討する必要がある。 

・受電設備の確認 

 そもそも既存の受電設備が、水害や津波発生時にも冠水しないか等を調査し、必要

に応じて防潮板を設置する等の対策も検討する必要がある。 

・自家発電装置の燃料備蓄、優先供給契約の検討 

    自家発電装置においては、ある程度の燃料を備蓄するとともに、枯渇時には優先的

に提供を受けられる等の優先供給契約の締結についても検討する必要がある。 
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２．３ 教育分野 

（１） 校務支援システム 

①概要 

    児童・生徒の学籍、成績、健康等の情報をＩＣＴで一元管理し、指導要録や健康診

断票の電子データ化を行う。また、学校間、教育委員会とのデータ共有やコミュニケ

ーション機能を充実させて、事務効率化とともにノウハウの共有による全体の教育レ

ベルの向上を図る。 

    校務システムの構築・運用に当たっては、セキュリティと信頼性確保、運用負荷の

軽減等の目的でクラウド型のシステム導入も選択できる。 

 

  ②特徴 

   ａ．児童・生徒情報の一元管理と学校間の情報共有 

     学籍、成績、健康等の個人情報を学校間で統一したデータ形式で管理し、各学校、

教育委員会、関係機関で情報共有する。教職員は本システムを利用して、出欠状況

の登録、成績評価の登録、健康状況の登録、指導要録の作成等を行うことができる。

また、関係者は情報の参照や統計分析ができる。 

    主な機能  学習者情報管理：名簿作成、出席簿、クラス編成、成績管理等 

          学校保健管理 ：健康診断、保健室利用、体力テスト等 

          学校事務   ：備品管理、予算管理、購入処理等 

 

   ｂ．教育情報アプリケーション標準仕様の採用 

     ＡＰＰＬＩＣにより地域情報プラットフォームに準拠した教育情報アプリケー

ション標準仕様が定義されている。アプリケーションの業務ユニット間のインター

フェース、データ項目等に標準仕様を採用する。 

 

   ｃ．クラウド型システム導入 

     運用負荷軽減や信頼性向上の観点から、システムの構築・導入形態として、外部

のデータセンターを活用したクラウド型システムを採用することもできる。 

 

③システム構成 

    アプリケーションソフトやデータベースは、データセンターのサーバーに集約して、

地域イントラネットを介して、各学校や関係機関のパソコンから使用する。また、児

童・生徒の情報、備品等は学校内関係教職員及び学校間で共有できる。図2.2.3.1に

校務支援システムの構成と利用のイメージを示す。 
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図2.2.3.1 校務支援システムの構成と情報共有のイメージ 

   

④効果 

   ａ．教職員の業務負荷軽減 

     教職員の事務処理をＩＣＴ化することで効率化を図り、教育の本来の目的に向け

て児童・生徒に向き合う時間を増やすことができる。また、データセンターにサー

バーを集約したことで、各学校で行ってきたサーバーやデータの維持管理のための

業務が不要になる。 

 

   ｂ．情報共有による教育の質的向上 

     児童・生徒の情報を学級担任以外の関係教職員で共有できることで、学校全体で

児童・生徒の成長を考えることができる。また、学校、教育委員会、市の関係課等

で様々な情報分析や指導ノウハウの情報共有が可能となり、市全体の教育の質的向

上に寄与できる。 

 

   ｃ．進学・転出入の業務簡素化 

     標準仕様の採用により、小学校から中学校への進学時のデータ連携ができるとと

もに、将来標準仕様を採用する自治体が増えることで、市外の転出入の業務処理を

簡易化できる。 

   

⑤維持管理のためのワーク 

   ａ．利用者管理 

     本システムを利用する教職員の登録・変更・削除、利用者からの問合せ対応、新

規利用者への操作教育等を行う。 

 

   ｂ．システムの拡張・展開計画の策定 

     新たな業務機能の導入とサービス提供スケジュール、利用者（団体）の展開計画

等を策定する。また、システムの利用状況に応じて性能・容量の拡張を検討する。 
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文部科学省文部科学省 教育委員会教育委員会情報政策部門情報政策部門総務省総務省 学校学校

充実した学習環境 学校運営の効率化・情報公開の対応

教育コンテンツ
利用学校間交流

家庭・地域住民との連携

地域ボランティア
ＮＰＯ

学校・防犯情報 地域交流 ｅ-ｌｅａｒｎｉｎｇ

地域情報プラットフォーム地域情報プラットフォーム

地域公共ネットワーク地域公共ネットワーク

アプリケーション機能の標準化

行政事務の効率化・
迅速化

ネットワークの相互接続

校務の効率化教材コンテンツの共有

学校間連携

安心安全
地域住民への教育機会・場の提供

校内LANの整備

データの標準化

報告の効率化・
迅速化

教育現場との情報連携
の強化

児童生徒情報管理
各種調査対応

 

   ｃ．システム監査 

     操作ログの分析や利用部門へのインタビュー等により、不正なシステムアクセス

やデータ利用がないか、作成した書類を正しく管理されているか等の監査を行う。 

 

   ｄ．システム維持管理 

     サーバーやネットワークの保守、機器提供業者や通信事業者の対応窓口を行う。

クラウド型のシステム構築を行った場合は、データセンター維持管理はクラウド事

業者が行う。 

   

⑥今後の可能性・応用展開 

     標準仕様の普及とともに、学校教育に関する市民への情報公開、保護者との情報

連絡、教育コンテンツの利用等家庭・市民との連携や関係機関との連携が実現され

る。図2.2.3.2にＡＰＰＬＩＣが提示する教育情報アプリケーション活用の将来像

を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

図2.2.3.2 教育情報アプリケーション活用の将来像（出展  ＡＰＰＬＩＣ） 

 

⑦システム導入の際に検討すべき課題 

   ａ．導入・運用計画の立案 

     システムの導入に向けて、導入の目的、機能、利用者（団体）の範囲、運用体制、

運用ルール、予算、調達方法等の計画を立案する。学校毎に既存で利用されていた

システムがある場合には、データの安全で効率的な以降方法についても検討する。 

     校務支援システムの運用は教育委員会で行われるが、導入・運用計画立案に当た

って教育委員会内に専任検討組織を設けたり、各学校の校長、教頭、教務主任等が

参加する検討委員会を組織する例も多い。 
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   ｂ．リーダー育成・利用者研修 

      教職員等の利用者に対して操作や運用ルールの研修を行う。運用開始後の利用者

管理や利用者指導のために各校毎に推進リーダーを選任し、運用管理等のリーダー

向け研修を実施する。 

 

   ｃ．各学校のＩＣＴ環境調査 

      既設のパソコン、ネットワーク（ＬＡＮ）等のシステム環境を調査して、新シス

テム導入時の変更、増設、廃却等の要否を検討する。 
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（２） 遠隔教育・学習システム 

①概要 

電子黒板やタブレット端末等ＩＣＴ教育環境の有効活用の一つとして、姉妹都市の

学校と交流授業や小学校・中学校・高専の連携授業等ネットワークを利用して遠隔教

育を行う。遠隔教育システムは、休日・夜間の職員研修、社会人教育にも活用できる。 

また、職場や家庭での学習機会を提供するｅラーニングシステムを構築する。 

   

②特徴 

   ａ．遠隔地との交流授業 

     学校間をネットワークで結び、児童・生徒が調べた成果をタブレット端末や電子

黒板を使って発表し合う等、合同で授業を進める。市内の学校間、小学校と中学校

の交流、姉妹都市との交流、教員の研究会等多様な利用が考えられる。 

  

   ｂ．多地点間での遠隔研修・講義 

     講師の説明や資料を遠隔地の多数の教室で同時に視聴できる。複数の学校による

合同イベント、放課後の教員研修、休日・夜間の一般市民向けの講座等学校教育に

限らず多様な利用が考えられる。 

 

   ｃ．ｅラーニングによる自己学習 

     パソコンの学習コンテンツを利用して個人のスケジュールに合わせて学習を行

う。学校や市役所等のパソコンとともに、インターンネットを経由して家庭のパソ

コンから利用することもできる。受講申し込み、学習進捗管理、テスト、Ｑ／Ａ掲

示板等受講管理機能を備えている。 

   

③システム構成 

    遠隔教育システムは、カメラ、マイク、電子黒板、パソコン等の入出力機器と画像

圧縮、相手選択等を行う制御機器から構成され、イントラネットを介して各拠点が接

続される。また、学習システムは、学習コンテンツや受講管理機能を備えたサーバー

により構成される。図2.2.3.3に遠隔教育・学習システムの構成と利用イメージを示

す。 
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図2.2.3.3 遠隔教育・学習システムの構成と利用イメージ 

 

④効果 

 ａ．学習の質の向上 

   学校間での交流授業は、普段接していない児童・生徒の学習内容や考え方に触れ

ることで、新たな気づきを与えることができる。県外の学校との交流授業は地域の

文化や生活の違いを学習できる。 

 

   ｂ．学校教職員・市職員向け研修の効率化 

     教員や市職員向け研修の中で、制度改定の説明、基本方針の周知、校務支援シス

テムの操作説明等短期間で全員に周知すべき内容は遠隔教育の活用が効果的であ

る。特にｅラーニングは個人のスケジュールに合わせて受講できるため、高い受講

率が期待できる。 

 

   ｃ．市民への教育機会提供 

     市民向けの文化セミナー等を主会場の外に複数の学校をサテライト会場として

利用することで、参加人数を増やすことができる。 

 

⑤維持管理のためのワーク 

   ａ．システム運営管理 

     交流授業や研修会等の利用スケジュール調整、使用教室の予約、利用者（主催者）

管理等遠隔教育システムの運営管理を行う。また運営予算の策定と必要に応じて利

用者への課金を行う。 

 

   ｂ．ｅラーニングの学習コンテンツ作成 

     講座の目的に合わせて学習コンテンツを作成する。必要に応じてコンテンツ作成
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業者に依頼する。 

   ｃ．ＩＣＴ支援員の体制維持 

     各学校の機器操作支援を行う支援員の体制維持と支援員同士のノウハウの共有

やスキルアップを継続する。 

 

   ｄ．システム維持管理 

     システム機器やネットワークの保守、機器提供業者や通信事業者の対応窓口を行

う。 

 

  ⑥今後の可能性・応用展開 

   ａ．県外教育機関との連携 

     県外の大学や教育研究機関等とネットワークを結び、専門的な教員研修を各学校

で受講する。 

 

   ｂ．防災分野への応用 

     広域災害時に学校が避難所として開設された場合に、市から避難住民に対して遠

隔教育のネットワークや電子黒板を活用して情報提供を行う。図2.2.3.4に災害発

生時の活用イメージを示す。 

      
図2.2.3.4  災害発生時の活用 

 

⑦システム導入の際に検討すべき課題 

   ａ．運営体制の検討 

     システムの運用スケジュール管理、利用者管理、操作支援体制等の組織・要員体

制及びルールを検討する。各学校の操作支援要員（ＩＣＴ支援員）は重要であり、

費用を含めて体制が構築できるか検討する必要がある。 

     運営の検討は学校設備として教育委員会を中心に行う必要があるが、都道府県の

教育センターが遠隔教育の運営主体となり利用者（学校等）やスケジュールの調整

を行っている例もある。 

 

   ｂ．システム活用計画の立案 

     学校教育、教職員研修、社会人向け教育等どのような教育に遠隔教育を活用する

か計画を立案する。 
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   ｃ．学習コンテンツの準備 

     ｅラーニングとしてどのような講座を行うか検討し、必要なコンテンツの作成

（調達）方法を検討する。 

   ｄ．ｅラーニング実施場所の設定 

     ｅラーニングはインターネットによりどこからでも利用可能である。情報セキュ

リティや利便性を考慮して実施場所を検討する。教職員がイントラネット外（自宅

等）から実施する場合は、ＶＰＮ等のネットワークのセキュリティ確保を検討する。 

 

   ｅ．構築・運営費用の負担方法 

     全体運営費用の見積りと負担方法を検討する。 
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（３） 食育サイト 

①概要 

給食の献立や産地情報、地域の農業について児童・生徒が調査した内容等をホーム

ページを使って家庭や地域に情報発信して、地域全体で地産地消に対する意識向上を

図る。また、学校教育の中で「食」の重要性や栄養バランス等の食育教育のツールと

して活用する。 

   

②特徴 

   ａ．給食の情報発信 

     小中学校の学校給食担当職員が簡単な操作で給食の献立、写真、カロリー、栄養

バランス等をインターネットで情報発信する。図2.2.3.5に 給食情報発信の画面

イメージを示す。 

 
図2.2.3.5  給食情報発信の画面イメージ 

 

      ｂ．食育教育 

     児童・生徒が自分の一日または一食の食事を登録されているメニューから選択し

て入力し、栄養バランスの診断を行う。また、料理、食品、栄養、生活習慣病等に

ついて自己学習ができる。図2.2.3.6 に食育教育の画面イメージを示す。 

    

図2.2.3.6  食育教育画面イメージ 

   



66 

③システム構成 

本システムはサイトを運用するサーバーと各学校に設置されているパソコンをイン

トラネットで接続し構成される。給食メニューの登録は各学校のパソコン、デジカメ

を使って入力する。各学校のホームページと連携して、インターネットで市民に情報

公開する。図2.2.3.7に食育サイトのシステム構成と利用イメージを示す。 

 

          図2.2.3.7  食育サイトのシステム構成と利用イメージ 

 

④効果 

   ａ．家庭・市民とのコミュニケーション 

     学校からの情報発信により、地域の農業や「食」について、家庭でのコミュニケ

ーションが増し、地域全体で食文化に対する意識が向上する。 

 

   ｂ．地産地消の意識向上 

     栄養バランスの判定基準となるメニューに地域の農産物を使った料理を登録す

ることで、児童・生徒の地産地消への意識が高まる。 

 

   ｃ．食育の質向上 

     児童・生徒の実際の食事内容を基に食材や栄養バランスについて、わかりやすく

学習できる。また、児童・生徒一人一人の今後の指導に役立てることができる。 

   

⑤維持管理のためのワーク 

 ａ．給食情報の発信 

   各学校の担当職員が、1ヶ月の献立、今日の献立と写真等の情報をシステムに登

録する。 

 

 ｂ．食事メニューの更新 

   栄養バランス評価の基となる食事メニューを随時更新する。 
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 ｃ．食育教育の授業実践と見直し 

   食育サイトを活用した授業の実践と必要により内容の見直しを行う。 

 

 ｄ．システム維持管理 

   サーバーやネットワークの保守、機器提供業者や回線提供事業者の対応窓口を行

う。クラウド型のシステム構築を行った場合は、データセンターの維持管理はクラ

ウド事業者が行う。 

   

⑥今後の可能性・応用展開 

   ａ．家庭との双方向コミュニケーション 

     学校からの情報発信に加えて、家庭や市民から給食や地産地消について発言した

り、家庭での食生活についてのアンケート調査する等双方向コミュニケーション機

能を追加する。 

 

   ｂ．社会人の健康教育 

     学生や社会人の肥満予防、生活習慣予防等の健康教育の一つとして、栄養バラン

ス評価等の機能を市民に提供する。 

   

⑦システム導入の際に検討すべき課題 

   ａ．サイト運営体制の検討 

     サーバー運用、各学校の運用など体制やルールを検討する。給食情報発信を行う

職員には操作研修を行う。 

     本システムを既に導入している自治体では、教育委員会がサイト運営を行い、給

食情報の入力や食育教育の実施は各学校で行っている。給食センター方式を採用し

ている自治体では給食センターに情報入力を委託することも考えられる。 

 

   ｂ．食育の授業内容の検討 

     既存の学習コンテンツを評価して本サイトを活用した授業内容（対象学年、教育

目標、実施時間数等）を検討する。必要により新たな学習コンテンツの作成を検討

する。 

 

   ｃ．栄養評価対象メニューの検討 

     児童・生徒が栄養バランス評価にために選択する食事メニューや食材を検討する。 
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（４） 市民学習サイト 

①概要 

市民が講師となる自主的な学習活動を支援するために、コミュニケーションや情報

共有の手段としてＩＣＴを活用する。また、同じ趣味を持つ市民や学習サークル等に

対して情報提供やコミュニティ交流のためのポータルサイトを提供する。学習成果は

インターネットにより市民や全国に発信することができる。 

   

②特徴 

   ａ．市民塾の支援 

     市民が講師となり市民に教える市民塾を支援する。講師となる市民が講座や教材

を検討作成して学習サイトに登録する。受講者となる市民は、学習サイトに受講申

込みを行い、集合教育やインターネットによるｅラーニングで受講する。 

 

   ｂ．サークル活動支援 

     同じ趣味を持つ市民によるサークル活動を支援するために、サークル活動の日程

や場所の掲示版、サークル内のコミュニケーション、情報共有等の機能を提供する。

また、公民館等の施設予約、図書館の貸出予約等もこのサイトから行うことができ

る。 

 

   ｃ．学習成果を全国に情報発信 

     地域の歴史や文化等の学習成果をインターネットを通して情報発信する。 

   

③システム構成 

    このシステムは、情報発信、情報共有のためのＷｅｂサイトと市民同士の交流を行

うコミュニケーションサイトから構成される。コミュニケーションサイトの構築は、

独自の地域ＳＮＳ構築、メーリングリスト提供、クラウド型メールサービス利用、Ｔ

ｗｉｔｔｅｒやＦａｃｅｂｏｏｋの利用等多様な形態が考えられる。図2.2.3.8に市

民学習サイトのシステム構成と利用イメージを示す。 

  
図2.2.3.8 市民学習サイトのシステム構成と利用イメージ 
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④効果 

   ａ．市民の自主的な学習活動活性化 

     市民自身が講師として教える立場になることで、地域の知識発信・知識交流が活

性化する。学習や交流にインターネットを活用することで、学生、働き盛りの社会

人、主婦等の受講機会を増やすことができる。また、市民の隠れた才能の発掘も期

待できる。 

 

   ｂ．サークル活動の利便性向上 

     必要な施設の予約、メンバーへの連絡等を手軽に実現できることで、市民の利便

性が向上する。さらに、行政が運営する交流サイトという安心感から、利用者の増

大とコミュニケーション活性化が期待される。 

   

⑤維持管理のためのワーク 

   ａ．市民塾の内容検討 

     市民から提案されるテーマ案を検討して、実施内容、受講対象者等を決定して市

民や講師に案内する。 

 

   ｂ．教材作成支援 

     ｅラーニング等の学習コンテンツを講師が作成するにあたって、ＩＣＴ活用に対

する支援を行う。地域の大学・高校、ボランティア、地域企業等による支援体制を

維持する。 

 

   ｃ．利用者管理 

     講座受講、サークル活動に参加者など本サイトに利用者の登録、変更、削除等の

管理を行う。 

 

   ｄ．施設予約管理 

     公民館や図書館の予約管理について、本サイトを利用せずに、従来通り電話や申

請書で依頼に対応するため、システムの代行入力等を行う。 

 

   ｅ．システム維持管理 

     サーバーやネットワークの保守、機器提供業者や回線提供事業者の対応窓口を行

う。クラウド型のシステム構築を行った場合は、データセンターの維持管理はクラ

ウド事業者が行う。 

   

⑥今後の可能性・応用展開 

   ａ．他自治体との交流 

     インターネット利用の利点を生かして、市内だけではなく姉妹都市等の他自治体

との交流、地域外の有識者による講座開設等利用拡大が期待できる。 
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   ｂ．観光分野への展開 

     地域固有の食文化、歴史等の学習成果は、観光コンテンツとして情報発信するこ

とで地域ＰＲの一助となる。 

   

⑦システム導入の際に検討すべき課題 

   ａ．事業運営方法の検討 

     市民塾の内容検討、サイト利用者管理、ＩＣＴ支援要員、予算、システム運用等

の運営方法を検討する。 

     学習サイトは多くの自治体で導入されているが、運営はＮＰＯが行っている例が

多い。また自治体、教育機関（大学等）、民間企業が推進協議会を作って共同運営

を行っている例もある。 

 

   ｂ．学習コンテンツや学習成果の管理方式 

     登録期間、利用ルール、著作権等を検討する。 

 

   ｃ．施設予約の対象の検討 

     インターネットから直接予約できる施設、図書館蔵書等を決定する。従来の電話

等による予約との併用の問題点を検討する。 

 

   ｃ．システム構築形態 

     利用者や利用時間の想定、システム拡張性、安全性、運用の容易性等を考慮して

自営設置、クラウド利用など構築形態を検討する。Ｗｅｂサイト、コミュニケーシ

ョンサイトともに他利用分野（防災、福祉、観光等）とシステム共有されることが

考えられるので、最適なシステム構成の検討が必要である。 
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２．４ 観光分野 

（１） 観光フリースポット 

①概要 

   Ｗｉ－Ｆｉフリースポットを観光名所や交通ルートに整備して、観光ナビ、オンデマ

ンド・タクシー、観光カメラなどのサービスを提供する通信インフラの環境を整備しま

す。 

観光客に提供したい観光情報をスマートフォンやタブレット端末等で閲覧させ、観光

客の利便性を向上させると同時に、観光名所への集客の向上を図ります。 

   

②特徴 

   フリースポットのエリア内においてＷｉ－Ｆｉ回線接続すると、自動的に観光ポータ

ル画面へ誘導させることにより、観光情報やアプリケーション等を情報提供します。 

   

③システム構成 

   本システムのイメージ図を図2.2.4.1に示す。 

 

█ 無料で広域Ｗｉ-Ｆｉ無線を利用したスマートフォン等向けサービス

観光客向けサービス観光客向けサービス観光客向けサービス

情報センター機能情報センター機能情報センター機能

観光客スマホ活用イメージ観光客スマホ活用イメージ観光客スマホ活用イメージ

観光情報やイベント情報の活用
クーポン・チケットの利用
ブログによる口コミ情報の活用
多言語による情報発信

観光情報の収集・一元管理
地元資産の情報発信
商店街・観光施設情報の発信
地元メディア等の情報集約
交通情報・災害情報の発信
データ集計、解析
（端末の貸し出し、職員IP電話）

観光情報の活用

クーポン利用

商店街 観光地

交通機関

交通情報
スマートフォン

タブレット

広域Ｗｉ-Ｆｉ無線

スマホで地元の
お出迎え

█ 複数のＳＳＩＤにより、認証等複数ネットワークを同時利用可

※※ＳＳＩＤ（ＳＳＩＤ（Sub Station IDSub Station ID）） 無線LANのアクセスポイントの識別子。

最大１．５ｋｍ伝送できる屋外型広域無線システム（WiFi）

 
図2.2.4.1 観光フリースポットのイメージ 

   

④効果 

   観光名所の認知度アップおよび集客向上の効果を期待できます。 
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⑤維持管理のためのワーク 

   観光フリースポットの維持管理に限定する場合はネットワーク管理・保守のみですが、

後述するようにフリースポットを活用した各種サービスには別途維管理の仕組みが必

要になります。 

   

⑥今後の可能性・応用展開 

   Ｗｉ－Ｆｉフリースポットを構築する事によりタブレット端末やスマートフォン等

への通信環境を整備できるため、観光分野以外にも、防災分野や福祉・保健分野等にお

ける各種システムにも広く活用できます。 

   

⑦システム導入の際に検討すべき課題 

   観光フリースポットを活用した各種サービスのビジネスモデル検討が重要です。 
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（２） 観光ナビ 

①概要 

   スマートフォンのＧＰＳ位置情報を利用し、周辺のスポット情報を配信来訪者、観光

客の行動を誘発するアプリケーションです。 

   

②特徴 

   街を選んでスポット検索し、訪れるエリアを事前にチェックできます。 

今いる近くのスポットを検索街の新発見そこに行くための地図を表示します。 

   行きたいスポットやイベントはブックマークに保存ブックマークスポットをつなげ

て散策コースが作れます。コースは公開することも可能。おもしろいコースをみんなで

作れます。 

おすすめ散策やおすすめブックマーク、スポットの人気ランキングを紹介し、人気の

スポットへ行くことができます。 

   今いる近くのおすすめ散策コースを検索、ダウンロードでき、地域プロモーション情

報の配信も可能です。 

 

③システム構成 

   本システムのイメージ図を図2.2.4.2に示す。観光ナビのアプリケーション・サーバ

ーはクラウド型サービス、または自設自営（公設公営、公設民営）型のいずれでも構築

可能です。  

タウン情報 カタログ情報 掲示板

スポット情報 スタンプラリー イラスト型観光マップ

散策コースをいくつでも
作成できます

近い順に
お客様には表示されます

次の行き先の候補です

地図付きの待ち合わせメールを
送信できます

 

 

図2.2.4.2 観光ナビの利用イメージ
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④効果 

   思うように人を誘導できていない場所への使用が有効です。お店や特産物、イベント

情報をその場で簡単に見つけることができ、新発見を促進します。 

動画や写真など詳細な情報で行動を喚起し、行き先までのナビゲーションを行うこと

により興味を行動に変えます。 

行く先々で新しい情報が得られるので、様々なお店やイベントに人の回遊を誘導でき

ます。そして、観光客は意図していなかった場所に行ける可能性があります。ひいては

一泊を連泊にする寄り道のご案内により地域の活性化を実現します。 

   また、観光客にとっては、現実との連動性により、観光スポットに対する理解度が更

に増す効果があります。 

 

⑤維持管理のためのワーク 

   提供する観光情報の追加・更新、システムの維持管理は随時対応できる運営体制が重

要です。また、運営・維持管理を外部委託する事が可能です。 

   

⑥今後の可能性・応用展開 

   ソーシャルメディアとの連携により気になるスポット情報を公開することができま

す。また、観光案内にゲーム性を付加することができます。 

   

⑦システム導入の際に検討すべき課題 

   運営体制と更なる利便性向上に向けた効果測定を継続させる事が課題です。 
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（３） オンデマンド・タクシー 

①概要 

インターネットからのオンデマンド以外にも電話等で当日・前日予約できる配車・

運行管理システムです。 

   

②特徴 

ａ．ドア・ツー・ドア サービス 

固定ルートを走る路線バスやコミュニティバスとは異なり、自宅などのあらか

じめ登録していただいた地点から目的地までをタクシー感覚で利用することが可

能な新たな公共交通サービスです。 

 

ｂ． 多彩な予約受付 

利用者は、電話での予約のみならず、インターネットや携帯サイトからも予約

することが可能です。 

 

ｃ． 低コストで高機能な配車管理 

すべての情報をデジタル化して処理することにより、高機能な配車管理を実現

しております。固定ルートを走る路線バスやコミュニティバスとは異なり、空車

で走ったり、回り道をすることがありませんので、低コストでの運行が可能です。 

 

ｄ．車載端末を用いた運行管理 

車載端末を利用して、お客様の予約情報や配車センターからの指示を受信し、

車両の運行情報やお客様の乗降車を管理することによって、きめ細やかな送迎を

実現します。 

  

③システム構成 

本システムのイメージ図を図2.2.4.3に示す。 

交通情報の発信交通情報の発信
電車・バスの位置情報電車・バスの位置情報
空港空港 発着状況発着状況

デマンド型の公共交通デマンド型の公共交通
バス・タクシー予約バス・タクシー予約

 
図2.2.4.3 デマンドタクシーのイメージ 
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  ④効果 

   観光ナビとの連動によりネット予約の集客を増やすことが期待できます。 

 

⑤維持管理のためのワーク 

   配車・運行管理にはタクシー／バス会社との業務委託等が必要になります。 

   

⑥今後の可能性・応用展開 

   赤字路線バスに代わる新たな公共交通サービスとして、観光客の他に地域住民向けに

公共交通サービスを提供することが期待できます。 

   

⑦システム導入の際に検討すべき課題 

   タクシー／バス会社との業務委託等による連携が必要であり、ビジネスモデルの検討

が重要になります。 
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（４） 観光カメラ 

①概要 

   観光地にＩＰカメラを設置し、市内・市外の住民にインターネットで風景などの観光

映像を提供します。 

   

②特徴 

   固定カメラ（定点カメラ）と遠隔制御カメラを地域の特性に応じて設置できます。 

   

③システム構成 

本システムのイメージ図を図2.2.4.4に示す。    

 

監視端末

（市役所・防災センタ等）

ＮＷスイッチ

ＷＥＢサーバ（別途）

インターネットインターネット

NTLINK MKⅡ

自治体HP上で
カメラ映像閲覧

ＩＰカメラ

（海岸線）

ＮＷスイッチ

NTLINK MKⅡ

NW機器等は
屋外収容ボックスに設置

カメラ機側盤

無停電電源装置により
停電時でも数十分程度
動作可能です。

観光客

職員（外出先）

タブレット

ＮＴ ＬＩＮＫによるデー
タ伝送（約４Km）

住民

監視画面イメージ

カメラ映像の確認
各種カメラ操作

・海岸線の映像は、・海岸線の映像は、NTNT--LINKLINKにより庁舎へ伝送。により庁舎へ伝送。

・カメラ映像は録画サーバに保存出来、監視端末・カメラ映像は録画サーバに保存出来、監視端末

で映像参照・制御可能。で映像参照・制御可能。

・自治体様ＨＰから住民へ映像公開が可能。・自治体様ＨＰから住民へ映像公開が可能。

▐ 観光地等の映像をリアルタイム配信。

図2.2.4.4 観光カメラの利用イメージ 

 

④効果 

   動画や写真など詳細な画像情報を提供する事により、「南国市へ旅行に行こう」とい

う行動を喚起する効果を期待できます。 

   

⑤維持管理のためのワーク 

   システムの保守が必要になります。 
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⑥今後の可能性・応用展開 

   防犯・防災の監視カメラとして多面的な活用が期待できます。 

   

⑦システム導入の際に検討すべき課題 

   プライバシーや個人情報の保護について導入前によく検討する必要があります。 
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（５） プッシュ型観光情報配信システム 

①概要 

クラウド型ソーシャルサービスは、自治体・事業者等の告知情報を「いつでも、どこ

でも、だれにでも」受発信できる告知サービスです。現在お持ちのパソコンやスマート

テレビ、スマートフォン、タブレット端末等をお住まいの町やふるさとの「告知・情報

端末」としてお使いいただけるようになります。 

 このシステムを活用して大都市部在住の皆様に南国市の出来事・イベント・特産物等

の観光資源を直接提供し、観光客誘致・購買客誘致に繋げる。 

 また、下記（６）の「ふるさと会情報交流サイト」にも活用する。 

   

②特徴 

これまでのシステムは、固定の専用端末へ情報を発信、受信するシステムでした。新

たに開発されたクラウド型ソーシャルサービスは、全国どこへでもお手持ちの端末で情

報が共有できます。市外に出た住民が故郷の情報を受け取ったり、災害時、町外避難を

した場合でもお住まいの自治体が配信する告知情報を「いつでも・どこでも・だれでも」

受信できるようになります。また、従来はサーバーや端末等のシステムの整備を必要と

していましたが、このシステムは発信するパソコンに管理用認証キーを格納したＵＳＢ

を差し込むことで利用ができます。 

告知は自動再生放送、手動再生放送、アンケート放送等を静止画や動画で配信するこ

とができます。また、音声付の告知によって他の作業をしていてもブラウザに戻ること

なく内容を確認することができます。 

   

③システム構成 

本システムのイメージ図を図2.2.4.5に示す。 

認証キー・ＰＷ

（※1）Windows7対応

認証キー・ＰＷ

クラウドサーバー

ユーザー
ＩＤ・ＰＷ

システム
利用

システム
利用

ユーザー
ＩＤ・ＰＷ

スマートフォン タブレット

システム
利用

システム
利用

システム
利用

管理者パソコン（※1）

パソコン

ユーザー
ＩＤ・ＰＷ

システム
利用

テレビＳＴＢ

ユーザー
ＩＤ・ＰＷ

管理者

受信者 受信者 受信者

受信者

インター
ネット

パソコン（※1）管理者

システム管理・コンテンツ配信

管理者（サービスプロバイダ）管理者

非常に簡易なシステム構築⇒管理者用パソコンに管理用ＵＳＢ（認証キー）挿入のみ

 
図2.2.4.5 プッシュ型観光情報配信システムの利用イメージ 
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④効果 

地方から都市部の方々へ地域の出来事・イベントや時節の特産物等を情報発信する町

興しのツールとして、幅広く様々なシーンでの利用が期待できます。 

   

⑤維持管理のためのワーク 

 ・利用者管理 

   南国市出身者等 配信対象者の勧誘を行う。 

 ・利用者の登録・変更・削除等 

 ・情報配信 

   それぞれの利用者に合わせた情報の配信。 

   

⑥今後の可能性・応用展開 

属性（性別、年齢層等）をグループ分けが可能な為、アンケート放送を使用した属性

調査も可能になります。 

また、外出先・出張先や災害時の避難先でも防災情報が受け取れる新しい防災ソリュ

ーションとしても活用できます。 

   

⑦システム導入の際に検討すべき課題 

 ・高齢者への利用推進 

・インターネット未利用世帯への導入 

・費用負担 

・なお、事業運営について行政担当者とソリューション提供会社が合同で対応してい

る事例があるが、地域の観光協会等が運営主体となることが望ましい。 



81 

（６） ふるさと会情報交流サイト／ＳＮＳ 

①概要 

   全国各地に点在している南国市出身者や協力者を中心に口コミの手段としてＴｗｉ

ｔｔｅｒやＦａｃｅｂｏｏｋのソーシャルメディアを活用した観光情報交流を図りま

す。 

   

②特徴 

   （２）項の「観光ナビ」や（５）項の「プッシュ型観光情報配信システム」をソーシ

ャルメディアとシステム連携させて活用する事ができます。 

 

③システム構成 

観光ナビとソーシャルメディアの連携画面イメージを図2.2.4.6に示す。    

 

図2.2.4.6 観光ナビとソーシャルメディアの連携画面イメージ 

 

④効果 

   観光大使に代わる口コミ情報源となること、および地元が思いつかない気付きを期待

できます。 

   

⑤維持管理のためのワーク 

   ふるさと会会員による自主的な運営管理になります。 

   

⑥今後の可能性・応用展開 

   南国市と全国に散らばる「ふるさと会」をつなぐ絆として、観光以外の交流も期待で

きます。 
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  ⑦システム導入の際に検討すべき課題 

   「ふるさと会」に入会いただく方々の事前登録などの手続きが予め必要です。 

   また、ソーシャルメディア運用の基本ルールやポリシーを設定し、運用ガイドライン

を作成する事が重要です。ガイドライン作成にあたっては以下の項目に留意する必要が

あります。 

 

   ア）アカウント運用の心構え 

法令遵守、情報発信に伴う影響の認識、セキュリティ管理などの基本的な心構

えを明記するとともに、公式アカウント運用担当者は節度を持って明るく対応す

るよう対応方法を明記する。 

 

イ）運用体制 

日常的な運用は誰が実施するのか、会員等からの意見を関連部署にどのように

情報共有するか明記する。 

問題発生時の対応はどこの部署で行い、最終的な判断は誰がするのか明記する。 

Ｆａｃｅｂｏｏｋでは、運用担当者を決めて運用していく必要があるため、運

用担当者の追加や削除のルールを明記する。 

 

ウ）運用時間 

運用担当者に過剰な負荷がかからないように、投稿する時間やユーザーに対す

る回答する時間を明記する。 

 

エ）ミスや誤りの扱い 

投稿のミスや誤りに気付いた時の対処方法や訂正方法を明記する。 

 

オ）ユーザー意見への対応方法 

ソーシャルメディアを運用する中で、不適切なコメントが寄せられる場合もあ

るため、対応方法について明記する。 

 

 

 



83 

２．５ 農業分野 

（１）農業生産管理・集約システム 

①概要 

   生産計画から収穫・出荷まで、農業生産プロセスに関する情報をデータで管理・集計

する機能により、データを活かした農業経営の実践を実現する。 

   多数の農業生産者と連携する卸・小売の集約マネジメント機能により、4定（定時・

定量・定品質・定価格）を実現し、地元農作物を学校給食として地産地消の促進を図る

ことができるとともに、地産外商に取り組むことができる。 

 

②特徴 

クラウド上でＳａａＳ(Software as a Service)※1によりサービスを提供する。 

 

③システム構成 

本システムの構成を図2.2.5.1に示す。 

 

図2.2.5.1 農業生産管理・集約システム構成イメージ 

 

 

 

                                                  
※1  ＳａａＳ(Software as a Service)：ソフトウェアの機能のうち、ユーザが必要とするものだけをサー

ビスとして配布し利用できるようにしたソフトウェアの配布形態。サービス型ソフトウェアとも呼ばれる。 
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④効果 

   直販所や農業生産法人は、農業生産者の生産計画段階から集約マネジメント機能によ

り、計画的生産・調達で地元野菜の調達機会損失と廃棄ロスを削減できる。また、農業

生産法人は、複数の生産者の生産プロセス情報を集約することで、生産・品質等のノウ

ハウを可視化でき、客観的なデータに基づいて生産者の支援ができる。さらに、品質保

証により消費者である児童・生徒へ安全・安心の農作物を提供ができる。 

   出荷管理、販売管理機能は、直売所や農業生産法人の受発注や出荷管理等の事務処理

を効率化するとともに、販売実績や受注状況等をタイムリーに生産者に情報提供するこ

とで、生産者も売上・収益拡大に向けた意識が向上する。 

  

⑤維持管理のためのワーク 

 農業生産管理・集約システム利用のために、農業生産者の登録・変更・削除等の維持

管理が必要になる。また、蓄積されるデータを集計・分析して、生産者向けのマニュア

ル作成・更新や新たな情報集約方法の検討等経営改善に向けた検討を継続的に行う。 

 

⑥今後の可能性・応用展開 

   生産者の栽培履歴を蓄積することで、田畑毎、作付け毎のコスト構造を見える化し、

収益性・原価の把握・作業改善につなげる営農計画策定を支援し、生産者の売上・収益

拡大に貢献することができる。 

 

⑦システム導入の際に検討すべき課題 

   ａ．ネットワーク環境整備および機器類 

インターネット回線、パソコン等の整備 

    

ｂ．システム導入目標の検討 

     生産性や収益等現状の課題を明確にして、システム導入によりどのような改善を

期待するか事業化目標を決定 

 

ｃ．運営体制の整備 

     システムを運用するための体制の整備 

     なお、運営事例としては、農業生産法人が直接生産管理している事例はあるが、

直販所を介して生産管理している事例はないので、農業生産法人が運営主体となり

直販所と連携して運営することが望ましい。 

 

ｄ．費用負担の検討 

     設置時の環境整備費用、月々の回線使用料、システムプログラム使用料等の負担

方法の検討 
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（２） 農業ＩＣＴソリューション（生育状況ライブ発信サイト） 

①概要 

現地の田畑の農作物の生育状況や南国市の気温等の気象状況をインターネットを通し

て、リアルタイムに農作物の生育状況や気象状況を確認でき、測定したデータや画像を

記録・蓄積できる。 

   

②特徴 

現地の田畑に設置されたフィードサーバの遠隔操作可能なカメラにより広範囲の農作

物の生長状況や温度・湿度・日射量をネットワーク上から確認できる。 

フィールドサーバは、カメラ、センサと通信装置を一体化した屋外用監視計測機器シ

ステムである。 

   

③システム構成 

本ソリューションは以下のような機能を有する。 

・インターネットを通して、だれでも、どこでも農作物の生育状況が見える。 

・遠隔操作可能な高画質ＣＣＤカメラを搭載し、広範囲を監視できる。 

・温度・湿度・日射量・土壌温度等の微気象※2をセンサでリアルタイムに把握でき

る。 

・測定したデータや画像を記録・蓄積して、栽培管理に活用できる。 

本ソリューションのイメージを図2.2.5.2に示す。 

データサーバー

収集・解析微気象センサー情報

生長の状況
気象情報 等

南国市 東京・大阪etc

携帯電話網

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
インターネット

フィールドサーバ

 
図2.2.5.2 農業ＩＣＴソリューションイメージ 

 

④効果 

   ａ．栽培現場の見える化 

遠隔地から自分で作付けした農作物の生育状況をインターネットを通して、カメ

ラ画像や気温等の気象状況を確認できるため、日々の農作物の生長や南国市の天気

                                                  
※2  微気象：地表付近のごく狭い範囲の気象 
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を確認できる。 

 

ｂ．農業生産者の農業ノウハウの蓄積 

農業生産者が田畑の農作物の生育状況をインターネットを通して、カメラ画像や

センサで気温等の気象状況や土壌温度を直接現地まで行かなくてもリアルタイムに

確認できるため、農作業の調整・効率化を図ることができる。 

また、農作物の生育状況や気象状況をデータとして記録・蓄積することが可能と

なる。 

 

⑤維持管理のためのワーク 

サーバーやネットワークの保守管理および田畑に設置したフィールドサーバの維持管

理が必要になる。 

      

⑥今後の可能性・応用展開 

農作物の生育状況や気象状況をデータとして記録・蓄積することが可能となるため、

農業生産者のノウハウ蓄積や担い手育成に活用できる。 

   

⑦システム導入の際に検討すべき課題 

ａ．ネットワーク環境整備および機器類 

インターネット回線、パソコン等の整備 

 

ｂ．運営体制の整備 

システムを運営するための体制の整備 

なお、運営事例としては、農業生産法人や生産者が田畑の農作物の生育状況の確

認に活用している事例があるが、本項では南国市が運営主体となり、農業の活性化

や観光ＰＲによる地域活性化を図ることに活用できるため、南国市ホームページの

中に取り込んで運営することが望ましい。 

 

ｃ．費用負担の検討 

設置時の環境整備費用、月々の回線使用料等の負担方法の検討 
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 （３） 直販所情報交流サイト 

①概要 

直販所の商品に貼り付けられた2次元バーコードから商品である農産物の栽培履歴を

参照することができ、南国市直販所Webサイトやソーシャルメディアから直販所の話題

を情報発信することができる。 

   

②特徴 

オフライン（直販所）では、スマートフォンや携帯電話で直販所商品の2次元バーコ

ードから商品の栽培履歴をWebサイトで参照し、農作物の安全・安心を確認できる。 

オンライン（ネットワーク）では、南国市直販所Webサイトと連動したソーシャルメ

ディアを活用して、直販所の旬な話題や生産者ならではのレシピ紹介等を情報発信する

ことができる。 

   

③システム構成 

本システム(Ｏ２Ｏ(Online to Offline)ソリューション)※3のイメージを図2.2.5.3に

示す。 

 

 

図2.2.5.3 Ｏ２Ｏ(Online to Offline)ソリューションイメージ 

 

④効果 

 ａ．直販所からネットワークへの誘導 

   南国市の直販所に来店してもらうための動機付けとして、２次元バーコードで農

                                                  
※3  O2O(Online to Offline)：パソコン・携帯電話・スマートフォンなどの「オンライン機

器」から店舗・飲食店など「実店舗」へ顧客を誘導する 



88 

産物の栽培履歴をＷｅｂサイトで参照し、農産物の安全・安心を確認できるメリッ

トがあり、販売促進につなげることができる。 

ＷｅｂサイトにアクセスすることでＦａｃｅｂｏｏｋページやＴｗｉｔｔｅｒ

のソーシャルメディアがあることを知ってもらい、南国市の直販所を「いいね！」

や「フォロー」「ツィート」してもらった人にはクーポン等を発行し、再来店を促

すことができる。 

 

   ｂ．ネットワークから直販所への誘導 

オンライン（ネットワーク）の南国市直販所情報ＷｅｂサイトやＦａｃｅｂｏｏ

ｋやＴｗｉｔｔｅｒのソーシャルメディアから直販所の旬な話題や生産者ならで

はのレシピ紹介等の情報を見て、「いいね！」や「フォロー」「ツィート」してもら

った人にはクーポン等を発行し、直接南国市の直販所に来店してもらうようにする。 

   

⑤維持管理のためのワーク 

   ａ．2次元バーコード管理 

ＰＯＳシステムから農業生産者情報を取得し、栽培履歴にアクセスする２次元バ

ーコードの作成・管理。 

 

ｂ．ソーシャルメディアの維持管理 

南国市直販所情報サイトやＦａｃｅｂｏｏｋやＴｗｉｔｔｅｒのソーシャルメ

ディアを継続的に運営するための対応窓口。 

      

⑥今後の可能性・応用展開 

    農業生産管理・集約システムとＰＯＳシステムを連携させ、農作物の栽培履歴と販

売情報から2次元バーコードを作成するように効率化を図る。 

   

⑦システム導入の際に検討すべき課題 

   ａ．ネットワーク環境整備および機器類 

インターネット回線、パソコン等の整備。 

 

   ｂ．運営体制の整備 

南国市直販所情報サイトやＦａｃｅｂｏｏｋやＴｗｉｔｔｅｒのソーシャルメ

ディアの公式アカウントを運用するにあたっての基本的ルールやポリシーを定め、

運用するための運用ガイドライン作成 

南国市直販所情報サイトやＦａｃｅｂｏｏｋやＴｗｉｔｔｅｒで不特定多数の

消費者とコミュニケーションすることは、直販所に農作物を搬入する農業生産者に

は難しいと思われるため、「コミュニティマネージャー」を配置し、農業生産者と

消費者を仲介しながら、直販所の情報発信を行う。 

 

ｃ．費用負担の検討 

     設置時の環境整備費用、月々の回線使用料等の負担方法の検討 
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   ｄ．運用上の注意 

前項「ｂ．運営体制の整備」にも記載したが、ソーシャルメディアの公式アカウ

ントを運用するための運用ガイドラインは、以下の項目を整備する必要がある。 

ア）アカウント運用の心構え 

法令遵守、情報発信に伴う影響の認識、セキュリティ管理などの基本的な

心構えを明記するとともに、公式アカウント運用担当者は節度を持って明る

く対応するよう対応方法を明記する。 

 

イ）運用体制 

日常的な運用はどこの部署で実施するのか、消費者等のユーザーからの意

見を関連部署にどのように情報共有するか明記する。 

問題発生時の対応はどこの部署で行い、最終的な判断は誰がするのか明記

する。 

Ｆａｃｅｂｏｏｋでは、運用担当者を決めて運用していく必要があるため、

運用担当者の追加や削除のルールを明記する。 

 

ウ）運用時間 

運用担当者に過剰な負荷がかからないように、投稿する時間やユーザーに

対する回答する時間を明記する。 

 

エ）ミスや誤りの扱い 

   投稿のミスや誤りに気付いた時の対処方法や訂正方法を明記する。 

 

オ）ユーザー意見への対応方法 

   ソーシャルメディアを運用する中で、不適切なコメントが寄せられる場合

もあるため、対応方法について明記する。 
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（４） 地域ブランド情報交流サイト 

①概要 

南国市観光協会や道の駅「南国風良里」やなんこく空の駅推進協議会「なんこくまほ

ら」等の公式ホームページで特産品を紹介しているが、南国市側からの一方向の情報と

なっているため、ソーシャルメディアを活用して消費者からの意見を取り入れ、特産品

を地域ブランドとして全国へ情報発信するとともに、ソーシャルメディアを通じて消費

者からの口コミの拡大が期待できる。 

   

②特徴 

南国市の各公式ホームページにリンクしている既存の「スタッフブログ」を有効活用

し、ＦａｃｅｂｏｏｋページやＴｗｉｔｔｅｒのソーシャルメディアで「いいね！」や

「フォロー」「ツィート」してもらうことで、消費者の興味や関心を高める。 

また、特産品に対する消費者の率直なコメントを取り入れながら、特産品を開発・改

善し地域ブランドとして育て、全国へアピールする。 

   

③システム構成 

南国市の各公式ホームページにリンクしている「スタッフブログ」で特産品を様々な

形で紹介しているが、公式ホームページにある小さな「スタッフブログ」ボタンの存在

に気づかない場合、公式ホームページの情報しか消費者に伝わらない可能性があること

と、｢スタッフブログ｣にも消費者の声を取り入れる仕組みはあるが、ブログに表示され

ず、特産品に対する消費者の意見が良いか悪いか判断がつかない状況にあるため、以下

のシステム提案を行う。 

ＦａｃｅｂｏｏｋやＴｗｉｔｔｅｒで消費者が発する生のコメントは、それを見てい

る消費者の興味・関心を誘うため、ＦａｃｅｂｏｏｋページやＴｗｉｔｔｅｒのソーシ

ャルメディアとリンクさせる。 

Ｆａｃｅｂｏｏｋページには最初に訪れた人の興味を引くために、既存のＷｅｂサイ

トの紹介や「スタッフブログ」の最近の話題等の紹介を行うとともに、Ｗｅｂサイトへ

アクセスできるように必要最低限の情報を掲載し、既存サイトへ誘導する。既存サイト

を有効活用したWebサイトへの導線設計のイメージを図2.2.5.4に示す。 

 

Webサイト スタッフブログ Facebook

既存サイト

スタッフ日記

ボタン追加（Facebook、Twitter）

ブログボタン

 

図2.2.5.4 既存サイトを有効活用したWebサイトへの導線設計のイメージ 
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④効果 

ａ．消費者の反応 

南国市の各公式ホームページにリンクしている「スタッフブログ」とリンクした

ＦａｃｅｂｏｏｋページやＴｗｉｔｔｅｒのソーシャルメディアで、特産品に対す

る消費者の「食べておいしかった！」とか｢こんな調理方法だともっとおいしい！｣

とかのコメントや「いいね！」や「フォロー」「ツィート」してもらうことで、南

国市そのものに関心を持ってもらったり、特産品に対する興味や関心を高めること

ができる。 

 

ｂ．特産品の開発・改善 

ＦａｃｅｂｏｏｋページやＴｗｉｔｔｅｒのソーシャルメディアで、「こんなも

のが食べたい！」とか｢こんな調理方法だともっとおいしい！｣とか「こんなパッケ

ージだと買いたくなる！」とかの消費者の生の声を取り入れながら、地元では気づ

かなかった新たな特産品の開発やパッケージの改善や味付けの改善を行い、道の駅

や空の駅のアンテナショップと連携しながら、さらに消費者の声を取り入れながら、

地域ブランドとして全国へアピールすることができる。 

 

⑤維持管理のためのワーク  

南国市の各公式ホームページにリンクしている「スタッフブログ」とリンクしたＦａ

ｃｅｂｏｏｋページやＴｗｉｔｔｅｒのソーシャルメディアの維持・管理・運営するた

めの対応窓口。 

      

⑥今後の可能性・応用展開 

既存サイトやＦａｃｅｂｏｏｋページやＴｗｉｔｔｅｒのソーシャルメディアへのア

クセス状況を見ながら、Ｆａｃｅｂｏｏｋページに置き換えることが可能な場合、「ス

タッフブログ」をＦａｃｅｂｏｏｋページに置き換えた場合、複数のソーシャルメディ

アの維持管理が集約される。アクセス状況確認後のＷｅｂサイトへの導線設計のイメー

ジを図2.2.5.5に示す。 

 

Webサイト スタッフブログ Facebook
 

図2.2.5.5 アクセス状況確認後のＷｅｂサイトへの導線設計のイメージ 

 

⑦システム導入の際に検討すべき課題 

ａ．運営体制の整備 
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ＦａｃｅｂｏｏｋやＴｗｉｔｔｅｒのソーシャルメディアの公式アカウントを

運用するにあたっての基本的ルールやポリシーを定め、運用するための運用ガイド

ライン作成。 

「スタッフブログ」とＦａｃｅｂｏｏｋやＴｗｉｔｔｅｒのソーシャルメディア

を管理する必要が発生するため運営方法の整備。 

 

ｂ．費用負担の検討 

Ｆａｃｅｂｏｏｋページを外注して作成した場合の整備費用。 

 

ｃ．運用上の注意 

前項「ａ．運営体制の整備」にも記載したが、ソーシャルメディアの公式アカウ

ントを運用するための運用ガイドラインは、以下の項目を整備する必要がある。 

 

ア）アカウント運用の心構え 

法令遵守、情報発信に伴う影響の認識、セキュリティ管理などの基本的な

心構えを明記するとともに、公式アカウント運用担当者は節度を持って明る

く対応するよう対応方法を明記する。 

 

イ）運用体制 

日常的な運用はどこの部署で実施するのか、消費者等のユーザーからの意

見を関連部署にどのように情報共有するか明記する。 

問題発生時の対応はどこの部署で行い、最終的な判断は誰がするのか明記

する。 

Ｆａｃｅｂｏｏｋでは、運用担当者を決めて運用していく必要があるため、

運用担当者の追加や削除のルールを明記する。 

 

ウ）運用時間 

運用担当者に過剰な負荷がかからないように、投稿する時間やユーザーに

対する回答する時間を明記する。 

 

エ）ミスや誤りの扱い 

  投稿のミスや誤りに気付いた時の対処方法や訂正方法を明記する。 

 

オ）ユーザー意見への対応方法 

   ソーシャルメディアを運用する中で、不適切なコメントが寄せられる場合

もあるため、対応方法について明記する。 

 

 

 



93 

第３章 南国市の次期情報化計画策定への提案 
 
総務省では、ＩＣＴを活用した新たな街を実現することを目的として、ＩＣＴを活用した

新たな街づくりの在り方、その実現に向けた推進方策やＩＣＴを活用した新たな街づくりモ

デルのグローバル展開方策について検討が進められている。ＩＣＴは、少子高齢化、生産年

齢人口の減少、社会インフラの老朽化、地球温暖化等の諸課題の解決に不可欠であり、また、

国民生活上の重要なライフラインとして、我が国の成長を牽引している。東日本大震災から

の復興においては、ＩＣＴをパッケージ化して実社会に適用することにより、災害に強く安

心して暮らせる街、環境にやさしいエコな街、新たな産業・雇用を創り出す街等を実現する

ことが求められている状況にある。 

（出展：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin01_02000025.html） 

南国市では、平成 25 年度に「南国市地域情報化推進プロジェクト・チーム」を中心にし

て、「新たな南国市情報化計画書」の策定を目指している。少子高齢化などをはじめ、地域

が抱える課題、住民サービスの向上など前述した「ＩＣＴを活用した新たな街づくりの在り

方、その実現に向けた推進方策」にも通ずるものがある。 

本検討において南国市における各分野（福祉・保健、防災、教育、観光、農業）の課題を

具体化するとともに各課題に対してＩＣＴ利活用による解消策の提案を行った。 

今回の提案では、各課題を解決するためのシステム等の提案を行っており、システムの特

徴や導入効果、システム導入の際に検討すべき課題などについても付言している。情報通信

ネットワークや情報通信システムは、あくまでも地域活性化・地域課題解決のための手段で

ある。個別の分野の課題解決に着目するだけでなく、ぞれぞれの分野を横断的に串刺しにし

て検討することで一つの解決手段がいくつもの課題解決に結びつくことも考えられる。今後

の検討では、行政のみならず住民参加を含めた「仕組みづくり」が極めて重要になる。 

 

今後、南国市での「新たな南国市情報化計画書」の検討を進めるにあたり、配慮していた

だきたいことを以降にまとめましたので参考にしていただきたい。 
 
（１）我が国は、超高齢化社会を迎えており、国民生活、地域コミュニティ等の面でいろい

ろな課題を生じている。南国市も例外ではなく、高齢化率が 26％と高く、今後も増え

ることが予想される。高齢者の方に対して、現行の行政のしくみやリソースだけで対応

することが難しくなることが予想されるので、今のうちからできるものと時間をかけて

実現するものをよく検討して対策を推進していただきたい。 

一方で、高齢者を元気にしている取り組み事例として徳島県上勝町の「いろどり事業」

がある。「はっぱビジネス」とも言われており、料亭などで使われる南天などのツマモ

ノを商売にしている。ここで、登場する生産農家は、高齢者である。注文に応じられる

生産農家は、パソコンやタブレット端末を使って、エントリーして先着順で注文を取り

付けている。地域から成功したひとつのビジネスである。商品開発や生産体制の確立が

でき、買い手市場があって成り立っている。売上が伸び、生産者にも売上が還元され、

更にがんばろうとする気持ちがやる気を起こして元気に結びついて病気知らずとまで

言われている。南国市でも農業の活性化が課題になっており、本資料では、生産管理や

流通などのシステム面での提案を行っているが、やはり、商品開発や生産体制について

も検討していただき、生産者が元気になる仕組みを作っていただき、南国市の農業生産

物（野菜や果物など）が全国に出荷されることを期待している。 
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（２）2012年8月29日、内閣府より太平洋の南海トラフを震源とする巨大地震で大規模な

被害が想定されることが公表された。南国市も南海トラフに面しており、平成 24 年度

は、住民への情報伝達の手段として防災無線等の整備が進められている。このように対

策を実施しているものもあるが、一方では、学校教育の現場が避難所になることも考慮

し、学校教育のＩＣＴを防災情報収集や安否確認、被災状況を知らせる情報端末にする

ことなど防災と教育が横断的に連携して検討することも必要である。すぐに対策するも

のと時間をかけて対策を講じるものを区別して検討を進めていただきたい。 

 

（３）南国市は、高知龍馬空港があり高知県の玄関となる地域にも関わらず、大半の人が南

国市に立ち寄ることなく高知市へ向かってしまう。南国市は、歴史が深い地域であり、

まだまだ知りえない観光資源が数多く隠れているかもしれない。この機会に再度、観光

地の情報を整理するとともに南国市へのアクセスについても検討してほしい。 

  

（４）地域情報化プロセスは「地域課題に対する現状調査」・地域情報化事業の「企画策定」・

「具体的計画策定」・「開発実施」・「運営」・「評価改善」のプロセスがある。活力ある地

域社会を創設する地域の情報化を推進するには、このプロセスを踏まえて 解決すべき

課題の整理、情報通信基盤・推進体制の整備や運営体制の確立などが不可欠である。 

 

（５）また、ＩＣＴ施策の実施に当っては、国やシステム提供事業者だけでなく地域情報化

を推進していく地域の核となる人材育成が重要な要素であり、更には地域住民の潜在的

パワーを有効活用することが大切である。 

 

（６）地域情報化計画の検討・実施及びシステムの導入に当っては、個々のシステムのみ注

視してしまうと他のシステムとの連携の必要性などが検討から漏れる可能性がある。つ

いては、地域情報化プロセスを念頭にそれぞれ個々のシステムに注目して開発整備する

と同時に、各分野の相互関係性や多目的利用を目指して検討、推進することが重要であ

り、国・県の情報化計画等の方向性や今後のシステムの拡張性も十分踏まえて、南国市

システムの「全体最適化」の観点から情報化事業の計画・実施に取り組んで行くことが

肝要である。 

 

（７）南国市の情報通信基盤は、現在超高速ブロードバンド整備を構築するとともに、山間

部には衛星ブロードバンドを整備している。当検討グループが提案した課題解決のため

のシステムによっては、行政サービスの公平性の観点から山間部にあっても超高速ブロ

ードバンド基盤を構築することが望ましいものもあり、今後の地域情報化の動向及び費

用対効果を考慮しながら中長期的に取り組むべき課題であろう。 

 

以上の事項を踏まえ、既に確立されている「南国市地域情報化推進プロジェクト・チーム」

の関係者で「地域課題」及び「全体最適化」等を共通認識として共有した上で、課題の重要

度に応じて優先度合をつけて取り組みを推進することが大切である。 
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おわりに 

 

本取り組みの結果として、ここに「南国市情報化計画の策定を支援するためのＩＣＴ利活

用モデル提案書」を取り纏めることができた。平成 25 年度に予定されている「南国市情報

化計画」の見直し・再検討の際に是非とも活用していただき、「南国市第３次総合計画」で

掲げる地域社会「みんなで築く 健康で安心な いきいき文化交流・産業拠点のまち」が構築

できることを期待しております。 

 また、本取り組みに対して、南国市の企画課をはじめ、関係部局の皆様より貴重なご意見

等をいただきましたことや高知県や総務省四国総合通信局の方にも本検討にご参加いただ

きご意見やアドバイスをいただきましたことに感謝いたします。また、本資料作成にご協力

をいただきました検討メンバーの構成員企業の皆様にも感謝をいたします。 

 

南国市の関係部局（五十音順） 

南国市 

No 関係部局 

1 企画課 

2 危機管理課 

3 教育委員会 学校教育課 

4 教育委員会 生涯学習課 

5 商工観光課 

6 長寿支援課 

7 農林水産課 

8 福祉事務所 

9 保健福祉センター 

    

高知県の関係部局 

高知県 
No 関係部局 

1 文化生活部 情報政策課 

    

南国市情報化計画検討メンバー構成員（五十音順） 

検 

討 

メ 

ン 

バ 

｜ 

No 構成員企業 

1 株式会社アイ・コミュニケーション 

2 ＮＥＣネッツエスアイ株式会社 

3 株式会社 協和エクシオ 

4 日本電気株式会社 

5 西日本電信電話株式会社 

6 株式会社 日立製作所 

7 富士通株式会社 

アドバイザー 総務省四国総合通信局 情報通信部 情報通信振興課 

事務局 一般財団法人 全国地域情報化推進協会 

 


